
JP 6452682 B2 2019.1.16

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　その少なくとも第１の主表面上にフルオロシリコーン剥離表面を備える第１の剥離ライ
ナーと、
　前記剥離ライナーの前記第１の主表面上に配設され、前記剥離ライナーの横方向範囲に
わたって概ね交互のパターンで配置される第１の感圧接着剤及び第２の感圧接着剤の複数
のストライプを備える主要接着剤層と、を備え、
　前記第１の感圧接着剤は、それぞれが少なくとも１つの極性部分を備えるハードセグメ
ントを備えるシリコーンブロックコポリマーエラストマーを備えるシリコーン系感圧接着
剤であり、
　前記第２の感圧接着剤は、有機ポリマー感圧接着剤であり、
　前記第１の感圧接着剤は、前記主要接着剤層のうちで１１％より大きく８０％までの体
積分率を与え、
　前記主要接着剤層は、３００００分より大きい高湿度下の静的せん断試験結果を示す、
物品。
【請求項２】
　前記シリコーンブロックコポリマーエラストマーが、尿素系シリコーンブロックコポリ
マー、オキサミド系シリコーンブロックコポリマー、アミド系シリコーンブロックコポリ
マー、及びウレタン系シリコーンブロックコポリマー、並びにそれらの混合物及び配合物
から成る群から選択される、請求項１に記載の物品。
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【請求項３】
　前記第１の感圧接着剤及び前記第２の感圧接着剤の横方向に隣接するストライプのうち
の少なくとも選択された対が、前記対の前記第１の感圧接着剤のストライプと前記対の前
記第２の感圧接着剤のストライプとの間に間隙を各々備え、前記間隙は、いずれの感圧接
着剤にも接触していない露出したフルオロシリコーン剥離表面を備える、請求項１に記載
の物品。
【請求項４】
　前記第１の感圧接着剤及び前記第２の感圧接着剤の横方向に隣接するストライプのうち
の少なくとも選択された対がそれぞれ、前記対の前記第１の感圧接着剤ストライプの側縁
部の小表面を備え、前記対の前記第１の感圧接着剤ストライプは、前記対の前記第２の感
圧接着剤ストライプの側縁部の小表面と概ね側面接触している、請求項１に記載の物品。
【請求項５】
　前記第１の感圧接着剤が、前記主要接着剤層の前記第１の剥離ライナーに面した表面上
に剥離ライナー側面積分率を提供し、また前記第１の剥離ライナーとは反対側である前記
主要接着剤層の前記表面上に反対側面積分率を提供し、前記主要接着剤層は、前記第１の
感圧接着剤の前記剥離ライナー側面積分率の前記第１の感圧接着剤の前記反対側面積分率
に対する比であるシリコーン表面富化係数を示し、前記シリコーン表面富化比は、少なく
とも１．２である、請求項１に記載の物品。
【請求項６】
　前記主要接着剤層が、２０％～５０％の間隙面積分率を備える、請求項１に記載の物品
。
【請求項７】
　請求項１乃至６の何れか１項に記載の物品の製造方法であって、
　前記第１の感圧接着剤の第１の前駆体コーティング溶液をコーティングダイ内の複数の
横方向に離間している開口部の第１のセットを通して、前記第２の感圧接着剤の第２の前
駆体コーティング溶液を同じコーティングダイ内の複数の離間している開口部の第２のセ
ットを通して同時に吐出する工程であって、
　前記第１のセットの前記開口部及び前記第２のセットの前記開口部は、前記第１の前駆
体液及び第２の前駆体液の概ね交互の流れがダイから吐出され、前記コーティングダイを
連続的に通過している剥離ライナーのフルオロシリコーン剥離表面上に堆積されるように
、互いに概ね交互のパターンで配置されている、工程と、
　堆積された第１の前駆体コーティング溶液及び第２の前駆体コーティング溶液から溶媒
を除去して、前記第１の前駆体コーティング溶液を前記第１の感圧接着剤状態に凝固させ
、前記第２の前駆体コーティング溶液を前記第２の感圧接着剤状態に凝固させ、それによ
って、前記剥離ライナー上に前記第１及び第２の感圧接着剤の概ね交互のストライプを形
成する工程であって、
　前記第１の感圧接着剤は、少なくとも１つの極性部分を各々備えるハードセグメントを
備えるシリコーンブロックコポリマーエラストマーを含む、シリコーン系感圧接着剤であ
り、前記第２の感圧接着剤は、有機ポリマー感圧接着剤である、工程と、を含む、物品の
製造方法。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　感圧接着剤（ＰＳＡ）は、様々な結合用途に幅広く使用される。具体的には、伸長剥離
性接着テープは、品物を、例えば、建築構成材の表面に結合するために使用されることが
多い。品物は、接着テープを伸長させることによって表面から剥離することができ、表面
上に接着剤残留物をほとんど又は全く残さない。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００２】
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　広範な概要では、剥離ライナーを、その上に接着剤層が配置された状態で含む物品であ
って、前記接着剤層は、概ね交互のパターンで配置される第１の感圧接着剤及び第２の感
圧接着剤の複数のストライプを備える、物品が本明細書に開示される。第１の感圧接着剤
は、少なくとも１つの極性部分を各々備えるハードセグメントを備えるシリコーンブロッ
クコポリマーエラストマーを含む、シリコーン系感圧接着剤であり、第２の感圧接着剤は
、有機ポリマー感圧接着剤である。かかる物品の製造方法も開示される。本発明のこれら
及び他の態様は、下記の詳細な説明から明らかになるであろう。しかしながら、かかる主
題が、最初に出願された出願の特許請求の範囲において提示されたか、又は補正後の特許
請求の範囲においてか、さもなければ特許審査中に提示されたかに関係なく、この広範な
概要は、いかなる場合にも請求可能な主題を限定するものとして解釈されるべきではない
。
【図面の簡単な説明】
【０００３】
【図１】本明細書に開示される代表的な物品の一部分の概略的断面図である。
【図２】本明細書に開示される別の代表的な物品の一部分の概略的断面図である。
【図３】本明細書に開示される別の代表的な物品の上面斜視図である。
【図４】本明細書に開示される別の代表的な物品の一部分の概略的断面図である。
【図５】本明細書に開示される別の代表的な物品の一部分の概略的断面図である。
【図６】本明細書に開示される別の代表的な物品の一部分の概略的断面図である。
【図７】本明細書に開示される別の代表的な物品の一部分の概略的断面図である。
【図８】本明細書に開示される別の代表的な物品の一部分の概略的断面図である。
【図９】本明細書に開示される別の代表的な物品の一部分の概略的断面図である。
【０００４】
　様々な図面における類似参照番号は、類似要素を表す。要素によっては、同じ又は同等
のものが複数個存在するものがあり、かかる事例では、１つ以上の代表的な要素のみが参
照番号によって示されている場合があるが、かかる参照番号はすべてのかかる同じ要素に
適用されるものであることが理解されるであろう。特に断らない限り、本文書におけるす
べての図及び図面は、一定の縮尺ではなく、本発明の異なる実施形態を例証する目的のた
めに選択されたものである。具体的には、様々な構成要素の寸法は単に例証的な用語にお
いて示され、様々な構成要素の寸法間の関係は、特にそのような断りがない限り、図面か
ら推測されるべきではない。
【０００５】
　「上部」、「下部」、「上側」、「下側」、「下」、「上」、「前」、「後」、「上方
」、「下方」、並びに「第１」及び「第２」などの用語が本開示に使用され得るが、特に
断らない限り、これらの用語はあくまで相対的な意味においてのみ使用される点を理解す
べきである。内方向、外方向、及び横方向（左右）という用語は、本明細書において後述
で定義される通り特定の意味を有する。本明細書で使用するとき、「接着剤」という用語
は、感圧接着剤を意味する。本明細書において、ある特性又は属性に対する修飾語として
用いられる「概ね」なる用語は、特に定めのない限り、その特性又は属性が当業者により
直ちに認識されるものであるが、絶対的な精度又は完全な一致を必要としないことを意味
する（例えば、定量化可能な特性の場合、＋／－２０％の範囲内）。特に定めのない限り
、「ほぼ」なる用語は、高い程度の近似（例えば、定量化可能な特性の場合、＋／－１０
％の範囲内）を意味するが、この場合もやはり絶対的な精度又は完全な一致を必要としな
い。同一、等しい、均一、一定、厳密になどの用語は、絶対的な精度又は完全な一致を必
要とするよりむしろ、特定の環境に当てはまる通常の許容差又は測定誤差の範囲内である
と理解されるべきである。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　用語集
　接着剤層の特定の接着剤の「総面積分率」とは、その特定の接着剤のストライプによっ
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て集合的に提供される接着剤層の総面積（その総面積は任意の間隙を含む）との割合を意
味する。
【０００７】
　「間隙面積分率」とは、接着剤層における任意の接着剤を含まない間隙によって集合的
に提供される接着剤層のうちの総面積との割合を意味する。
【０００８】
　接着剤層内の特定の接着剤の「体積分率」とは、その特定の接着剤のストライプによっ
て集合的に提供される接着剤層の総体積（その総体積は任意の間隙を含む）との割合を意
味する。
【０００９】
　図１に、本明細書に開示される代表的な物品の一部分の概略的断面図が示される（スト
ライプ２０及び４０の長軸に沿って表示される）。本物品は、第１の主表面１１と、第１
の主表面１１とは反対側に面した第２の主表面１２とを有する、剥離ライナー１０を備え
る。剥離ライナー１０は、本明細書により詳細に後述される通り、第１の主表面１１上に
フルオロシリコーン剥離表面を備える。剥離ライナー１０は、任意に、第２の主表面１２
上に剥離表面、例えば、フルオロシリコーン剥離表面を備えてもよい。主要接着剤層５は
、剥離ライナー１０の第１の主表面１１上に配置される。接着剤層５は、図１に代表的な
様式で示される通り、剥離ライナー１０の横方向範囲「ｌ」にわたって概ね交互のパター
ンで配置される、第１の感圧接着剤２０及び第２の感圧接着剤４０の複数のストライプを
備える。（横方向、及び結果として得られる横方向範囲とは、ストライプの長軸にほぼ垂
直な方向、すなわち、ストライプがそれに沿って配置される、例えば、離間される方向を
意味する。）。第１の感圧接着剤２０は、本明細書により詳細に後述される通り、少なく
とも１つの極性部分を各々備えるハードセグメントを備えるシリコーンブロックコポリマ
ーエラストマーを含む、シリコーン系感圧接着剤である。第２の感圧接着剤４０は、本明
細書により詳細に後述される通り、有機ポリマー感圧接着剤である。
【００１０】
　上記の通り、感圧接着剤２０及び４０のストライプは、概ね交互のパターンで配置され
る。この代表的なものは、例えば、図１～３に示され、以下のパターンが見出される：［
４０／２０／４０／２０．．．］。しかしながら、概ね交互の概念はまた、任意の選択さ
れるストライプ（接着剤２０か４０かにかかわらず）が、２つ以上の副ストライプ（ｓｕ
ｂ－ｓｔｒｉｐｅ）の形態で提供され得るパターンも含む。例えば、ストライプ２０又は
４０のうちの１つが、例えば、図１に示されるような単一のストライプの代わりに、その
間に間隙を有する２つの副ストライプとして提供されてもよい。したがって、例えば、概
ね交互のパターンは、［２０／（４０／４０）／２０／（４０／４０）．．．］（すなわ
ち、２つの４０副ストライプの後に単一の２０ストライプが続くパターン）、及び［（２
０／２０）／（４０／４０／４０）．．．］（すなわち、２つの２０副ストライプの後に
３つの４０副ストライプが続くパターン）などのパターンを含む。多くの実施形態では、
感圧接着剤２０及び４０のストライプは、（例えば、図３に示される通り）長軸を備える
ように伸長されるが、但し、かかる長軸は必ずしも厳密に直線でなくてもよい。
【００１１】
　幾つかの実施形態では、開示される物品は、図２及び３内の代表的な実施形態に示され
る通り、基材（例えば、テープ裏材などの裏材）８０を備えてもよい。かかる実施形態で
は、複数のストライプのうちの少なくとも選択されたストライプは、剥離ライナー１０の
フルオロシリコーン剥離表面１１と接触している第１の主表面を各々備えてもよく、また
複数のストライプのうちの少なくとも選択されたストライプは、基材８０の第１の主面／
表面８１に感圧接着結合された反対側に面した主第２の表面を各々備えてもよい。図２の
例証される実施形態では、ストライプ２０及び４０は、剥離ライナー１０の剥離表面１１
と接触している第１の主表面（それぞれ、２１及び４１）を備え、またストライプ２０及
び４０は、基材８０の第１の主面／表面８１に結合された第２の主表面（それぞれ、２２
及び４２）を備える。しかしながら、本明細書の後述の考察から理解されるであろうよう
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に、これは必ずしもそうではない場合もある。
【００１２】
　基材８０は、例えば、任意の所望の種類の物品、例えば、テープを形成するのに好適で
あり得る、任意の種類の裏材を備え得る。特定の実施形態では、裏材８０は、本明細書に
より詳細に後述される通り、提供される物品が伸長剥離性接着テープとして機能し得るよ
うに、高伸張性の裏材を備えてもよい。幾つかの実施形態では、二次感圧接着剤層１１５
は、主要感圧接着剤層５からテープ裏材８０の二次（反対側の）側面上に提供されてもよ
い。かかる配置は、所謂、両面接着テープを提供し得る。所望により、図２の代表的な実
施形態に示される通り、二次剥離ライナー１１０が、テープ裏材８０の二次側面８２上に
提供されてもよい。
【００１３】
　幾つかの実施形態では、テープ裏材８０、並びに主要及び二次接着剤層５及び１１５は
、両面伸長剥離性接着テープを集合的に提供し得る。かかる物品は、品物を、例えば、壁
などの建築構成材に除去可能に付着させるために使用されることが多い。したがって、図
３は、高伸張性裏材８０を、その一部分上に第１及び第２の接着剤のストライプ２０及び
４０を概ね交互のパターンで配置された状態で備える、代表的な伸長剥離性物品９０を示
す。物品９０は、タブ部分８３（例えば、その上に接着剤が配置されていない裏材８０の
部分）を更に備え、前記タブ部分８３は、摘まんで引っ張り、物品の伸長剥離特性を活性
化することができる。多くの実施形態では、かかる伸長剥離性物品は、長軸ＬＳＲを有す
る細長い長さを備えてもよく、前記長軸は、それに沿って物品を引っ張り、伸長剥離特性
を活性化することができる軸として機能する。図３から分かる通り、幾つかの実施形態で
は、第１及び第２の接着剤の個々のストライプ２０及び４０は各々、伸長剥離性物品９０
の細長い長さの長軸ＬＳＲに概ね、ほぼ、又は更には厳密に（後者の場合、図３に示され
る）垂直に配向される、長軸を有し得る。かかる伸長剥離性物品は慣例的に、物品によっ
て支持されるべき品物の重量を最も有利に支えるように、物品の長軸が（地球の重力に対
して）垂直に整列するように壁に取り付けられることは、理解されるであろう。したがっ
て、本明細書に説明される機能性は、接着剤の個々のストライプが物品の長軸に対して、
したがって、支持される物体によって付与される重力による荷重に対して垂直に配向され
る場合でさえも獲得され得ることに留意されたい。しかしながら、様々な実施形態では、
ストライプ２０及び４０の長軸は、伸長剥離性物品９０の長軸ＬＳＲに対して任意の好都
合な角度で（例えば、平行に、又は平行から３０、４５、６０、若しくは９０度ずれて）
配向され得る。また、前述の通り、個々のストライプは、必ずしも純粋に直線で延在する
必要はなく、すなわち、それらは少なくとも僅かに波状、弓状、正弦曲線などであり得る
。
【００１４】
　本明細書の後述の開示に基づいて理解されるであろうように、主要接着剤層５は、例え
ば、建築構成材の取り付け面に、特に、かかる構成要素の特定の塗装された表面に有利に
結合され得る。したがって、幾つかの実施形態では、第１の剥離ライナー１０の可視表面
１２は、第１の剥離ライナー１０が、（第１の剥離ライナー１０の除去時に）建築構成材
の取り付け面に結合されるように構成される両面伸長剥離性接着テープ物品９０の主面上
に配置されていることを示す目印１３を備えてもよい。かかる配置は、図３の代表的な実
施形態に示される。
【００１５】
　所望により、二次接着剤層１１５は、主要接着剤層５と同一の（例えば、ストライプ状
）配置及び／又は組成物を有してもよい。しかしながら、多くの実施形態では（接着剤層
１１５は、壁自体の塗装された表面というよりむしろ、例えば、壁に取り付ける品物に結
合される場合が多いため）、二次接着剤層１１５は、例えば、本明細書で後述される一般
的な種類の有機ポリマー接着剤などの、任意の好適な接着剤、を含み得る。
【００１６】
　接着剤層５の接着剤２０及び４０の個々のストライプは、任意の所望の（横方向）幅を
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有してもよい。様々な実施形態では、個々のストライプは、少なくとも約０．１、０．２
、又は０．４ｍｍの平均幅を備えてもよい（ストライプの幅は、ストライプの長軸に沿っ
て幾らか変動する場合もあることに留意されたい）。更なる実施形態では、個々のストラ
イプは、最大で約２、１、又は約０．６ｍｍの平均横方向幅を備えてもよい。特定の種類
の（例えば、接着剤２０又は４０の）ストライプは、全てが同一の幅である必要はなく、
更には、ストライプ２０は、ストライプ４０と同一の幅である必要はない。本明細書で考
察される通り、幾つかのストライプ２０（及び４０）の幅は、ストライプの剥離ライナー
１０に面する側において、その反対側の幅とは異なっていてもよい。かかるストライプに
関して、平均幅とは、ストライプの両側の幅の平均を指す。
【００１７】
　個々のストライプ２０及び４０は、（図１に指定される通り、剥離ライナー１０に対し
て内外方向に）任意の好適な平均厚さを有してもよい。様々な実施形態では、ストライプ
２０及び／又は４０は、少なくとも約１０、２０、４０、又は６０ミクロンの平均厚さを
備えてもよい。更なる実施形態では、ストライプ２０及び／又は４０は、最大で１４０、
１００、８０、又は７０ミクロンの平均厚さを備えてもよい。幾つかの実施形態では、特
定の種類の全てのストライプは、同様の厚さであってもよく、及び／又はストライプ４０
は、ストライプ２０の平均厚さとおよそ同一の平均厚さを有してもよい（図１、２、４、
及び５に例証される一般的設計の通り）。しかしながら、本明細書の後述の考察から明ら
かであろう通り、全てのストライプが同一の厚さか、又は更には同様の厚さを有する必要
はない。幾つかのストライプ２０（及び／又は４０）の厚さは、ストライプの横方向幅に
わたって変動してもよい。かかるストライプに関して、平均厚さは、ストライプの左右中
心又はその付近にて測定され得る（例えば、図６に示される通り、厚さＴｌｃ）。
【００１８】
　ストライプ２０及び４０は、任意の所望のピッチ（すなわち、隣接するストライプ間の
中心から中心までの距離）で提供されてもよい。ピッチは、例えば、比較的に滑らかで連
続的な除去プロセスが（例えば、従来型のテープを引き剥がすとき、又は伸長剥離性テー
プを伸長させるときに）得られるように、比較的小さいことが有利であり得る。したがっ
て、様々な実施形態では、隣接するストライプ間の中心から中心までのピッチは、最大で
約４、２．５、２、１．５、又は１ｍｍであってもよい。更なる実施形態では、中心から
中心までのピッチは、少なくとも約０．５、１、１．５、又は２ｍｍであってもよい。ピ
ッチは、一定である必要はないが、所望により一定であり得る。個々のストライプ２０及
び／又は４０は、その長軸に沿って連続的である場合が多いが、所望により非連続的（中
断された）であり得る。しかしながら、いずれの場合においても、かかるストライプは、
例えば、グラビアコーティング、スクリーン印刷などによって、例えば、多数の点として
表面上に堆積された接着剤から（すなわち、ストライプの長軸と一致する長軸を各々備え
るセグメントから成る各ストライプによって）区別されるであろう。幾つかの実施形態で
は、ストライプ２０のライナーに面した主表面２１は、ストライプ４０のライナーに面し
た主表面４１と同一平面上にあってもよい。
【００１９】
　面積分率
　幾つかの実施形態では、ストライプ２０及び４０のうちの少なくとも幾つかは、２つの
隣接するストライプ２０と４０との間に間隙３０が存在するように、剥離ライナー１０の
横方向範囲にわたって離間されてもよく、前記間隙３０においては、図４に示される通り
、第１の（フルオロシリコーン）剥離表面１１の露出した表面１１ｅｘが存在する。した
がって、主要接着剤層５は、横方向に連続した（中断されていない）接着剤の層を備える
必要はないことが理解されるであろう。すなわち、接着剤層５は、様々なストライプの間
に散在し得る間隙にかかわらず、ストライプ２０及び４０によって集合的に提供され得る
。図４に示される一般的な種類の配置では、少なくとも幾つかの第１の接着剤のストライ
プ２０は、側縁部小表面２４を備える側縁部２３を各々備えてもよい。同様に、少なくと
も幾つかの第２の接着剤のストライプ４０は、側縁部小表面４４を備える側縁部４３を各
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々備えてもよい。かかる「離間した」配置では、隣接するストライプ２０及び４０の縁部
２３及び４３（特に、それらの表面２４及び４４）は、互いに接触していない。
【００２０】
　例えば、間隙が少なくとも幾つかのストライプの間に存在する一般的な種類の設計の特
徴付けを助けるために、第１及び第２の接着剤２０及び４０の各々に関して、その接着剤
のストライプによって集合的に占められる接着剤層５の総面積の割合（百分率）である総
面積分率が、定義され得る。任意の間隙によって集合的に提供される接着剤層５の間隙面
積分率も、同様に定義されてもよい。例えば、光学的方法による面積分率の測定及び算出
の詳細は、実施例の試験手順の章を参照されたい。ここで、及び本明細書の他の箇所にお
いて、面積分率は、特にそうではないと断らない限り、剥離ライナー１０とは反対側であ
る接着剤層５の表面に関するものとする（場合により、例えば、本明細書に説明されるシ
リコーン表面富化効果が存在しない場合、接着剤の剥離ライナー側面積分率は、本明細書
に後述される通り、その接着剤の反対側の面積分率と本質的に等しくなるであろうことに
留意されたい）。
【００２１】
　具体的な例証として、実施例１－１（表１）は、およそ２３％の第１のシリコーン系接
着剤の総面積分率、およそ３３％の第２の有機ポリマー接着剤の総面積分率、及びおよそ
４４％の間隙面積分率（３つのパラメータは、加算するとおよそ１００％の接着剤層５の
総面積となる状態である）を備えた。したがって、様々な実施形態では、第１のシリコー
ン系接着剤２０は、少なくとも約２０、２５、３０、３５、又は４０％の接着剤層５の総
面積分率を提供してもよい。更なる実施形態では、第１のシリコーン系接着剤２０は、最
大で約７０、６０、５０、又は４０％の接着剤層５の総面積分率を提供してもよい。
【００２２】
　実施例（例えば、表１を参照）は、場合により、例えば、４６％までの又はそれ以上の
間隙面積分率が存在し得ることを実証している。すなわち、場合により、例えば、引き剥
がし力及びせん断力（接着剤層５が、剥離ライナー１０が層５から分離された後に品物に
結合されたときに）に対する良好な耐性を依然提供しながら、例えば、接着剤層５の総面
積の４６％以上ものが、接着剤を含まなくてもよい（すなわち、剥離ライナー１０の露出
した表面１１ｅｘによって示されることになる）。実際、良好な性能は、接着剤層の個々
の接着剤のストライプが、それらの長軸が接着剤層上に定置されるせん断力（重力による
荷重）に対して垂直に配向される配置（図３に関して上述される）においてさえも、維持
され得る。接着剤のストライプの間のせん断経路に沿ったかかる大きい及び／又は多数の
間隙の存在は、高せん断力に耐えるストライプの集合的能力を著しく低減すると予測され
得ることは、予想外である。したがって、様々な実施形態では、接着剤層５は、少なくと
も約１０、２０、３０、又は４０％の間隙面積分率を備えてもよい。更なる実施形態では
、接着剤層５は、最大で約６０、５０、４５、４０、３５、又は３０％の間隙面積分率を
備えてもよい。（下記に考察される通り、幾つかの実施形態では、間隙面積分率は１０％
より低いこともあり、特定の実施形態では、間隙が全く存在しないこともある。）
【００２３】
　各接着剤に関して、接着剤のみの面積分率を定義することもでき、前記パラメータは、
前記接着剤のストライプによって占められる、すなわち、その特定の接着剤のストライプ
によって提供される総面積の割合を表す。接着剤のみの面積分率はしたがって、接着剤が
存在しない間隙によって占められる面積に関係なく、接着剤のみを基準とした、第１及び
第２の接着剤によって占められる相対面積を示す。例えば、実施例１－２（表１）の第１
のシリコーン系接着剤の接着剤のみの面積分率は、およそ３８％であり、実施例１－２の
第２の有機ポリマー接着剤の接着剤のみの面積分率は、およそ６２％であった。
【００２４】
　幾つかの実施形態では、第１の接着剤２０及び第２の接着剤４０の隣接するストライプ
のうちの少なくとも選択された対は、第１の感圧接着剤のストライプ２０の側縁部２３の
小表面２４が、第２の感圧接着剤のストライプ４０の側縁部４３の小表面４４と概ね横方
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向接触するように構成されてもよい。かかる配置は、図５に代表的な様式で示される。概
ね横方向接触しているとは、表面２４と４４との間の境界面の大部分が、剥離ライナー１
０の主要平面に概ね垂直に（すなわち、垂直からプラス又はマイナス２０度以内に）整列
していることを意味することが理解されるであろう。かかる配置は、例えば、本明細書に
後述される図６の配置などの配置とは区別され得る。図５に示されるような配置では、特
定の第１のストライプ２０と、そのストライプ２０の横方向に隣接する（すなわち、横方
向側面に位置する）第２のストライプ４０の一方又は両方との間に間隙が存在しなくても
よいことが理解されるであろう。特定の実施形態では、任意のストライプ２０と横方向に
隣接するストライプ４０との間（及びその逆）に間隙が全く存在しなくてもよい。かかる
場合、接着剤層５の総面積の本質的に１００％は、接着剤から成るであろう（すなわち、
上述の間隙面積分率は、およそゼロになり、所与の接着剤の総面積分率は、典型的には、
その接着剤の接着剤のみの面積分率に密接に対応するであろう）。例証として、実施例２
－１（表２）は、およそ３３％のシリコーン系接着剤の面積分率、及びおよそ６７％の有
機ポリマー接着剤の面積分率を備えた（明らかな測定可能な間隙面積分率がなく、また各
接着剤の接着剤のみの面積分率がその総面積分率に本質的に等しい状態である）。様々な
実施形態では、第１のシリコーン系接着剤２０は、少なくとも約３０、３５、４０、４５
、又は５０％の接着剤のみの面積分率を備えてもよい。更なる実施形態では、第１のシリ
コーン系接着剤２０は、最大で約７０、６５、６０、５５、又は５０％の接着剤のみの面
積分率を備えてもよい（どちらの場合においても、第２の有機ポリマー接着剤４０によっ
て供給されている残分を伴う）。
【００２５】
　シリコーン表面富化を有するストライプ
　幾つかの実施形態では、第１の接着剤２０及び第２の接着剤４０の隣接するストライプ
のうちの少なくとも選択された対は、（図６の代表的な実施形態に示される通り）第１の
感圧接着剤のストライプ２０の側縁部分２５が、第２の感圧接着剤のストライプ４０の側
縁部分４５の下に内方向に存在するように構成されてもよい。（この一般的な種類の多く
のストライプは、例えば、図６に示される通り、２つのかかる側縁部分２５を備えるであ
ろう）。図６の代表的な例証から理解され得る通り、下に内方向に存在するとは、第２の
接着剤ストライプ４０の部分４５を通って外方向→内方向に通過する直線が、剥離ライナ
ー１０に到達する前に、第１の接着剤のストライプ２０の部分２５を貫通するであろうこ
とを意味する。したがって、かかる配置では、ストライプ２０及び４０隣接する縁部表面
の間の境界面４８は（図５の設計の通り）基材８０の主要平面にほぼ垂直であるというよ
りむしろ、（隣接する縁部表面２８と４７との間の）境界面４８は、例えば、図６に示さ
れる通り、垂直とは全く違った角度で伸びることができる。更に、境界面４８の角度は、
再び図６の代表的な実施形態に示される通り、必ずしも一定でなくてもよい。（幾つかの
かかる実施形態では、境界面４８の角度は、ストライプ２０の表面２１に近付くにつれて
減少してもよく、その結果、部分２５は、例えば、図６に示される通り、横方向に伸長さ
れたフランジ部分を備えてもよい。）
【００２６】
　かかる実施形態では、第１の感圧接着剤のストライプ２０の側縁部分２５はしたがって
、ライナー１０の剥離表面１１と接触している第１の表面２７を備えてもよく、また縁部
分２５の少なくとも一部は、第２の感圧接着剤のストライプ４０の側縁部分４５の表面４
７と接触している、第２の概ね反対側に面した表面２８を更に備えてもよい。図６を見れ
ば、表面２８（これは第２の接着剤４０と接触している）が主表面２７（これは剥離ライ
ナー１０と接触している）に対して「概ね反対側に面している」という条件は、これらの
２つの（縁部分２５の）表面が、互いから離れて正反対を向いていなければならないわけ
ではなく、２つの表面の配向は、ストライプ２０の側縁部分２５の横方向範囲にわたって
一定のままである必要もないことが理解されるであろう。むしろ、それは単に、第２の接
着剤ストライプ４０の側縁部分４５において、第２の接着剤ストライプ４０の内向き主表
面４１の表面領域４７は、通常は剥離ライナー１０と接触していることが予期されるが、
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代わりに（境界面４８において）第１の接着剤のストライプ２０の側縁部分２５の外向き
表面２８と接触していることを示す。
【００２７】
　顕著な利点が、かかる設計によって付与され得る。特に、幾つかの具体的な用途では、
第１のシリコーン系接着剤２０は、強化された性能を提供してもよい（本明細書により詳
細に後述される）。しかしながら、かかるシリコーン系接着剤は、例えば、第２のストラ
イプ４０の有機ポリマー接着剤よりも高価なことがある。本明細書に開示される配置は、
側縁部分２５において、第１の接着剤２０が、かかる場所に存在する第２の接着剤４０の
代わりに、剥離ライナー１０の剥離表面１１に接して（例えば、相対的に薄い表面層にお
いて）優先的に提供され得ることを可能にする。すなわち、剥離ライナー１０の表面１１
に接する第１のシリコーン系接着剤２０の第１の表面２１の面積は、接着剤層５における
第１及び第２の接着剤の総量に基づいて予想されるものより大きくなり得る。この配置は
、本明細書においてシリコーン表面富化（又は、単純にシリコーン富化）と称される。
【００２８】
　剥離ライナー１０を除去した後、このようにして露出されたシリコーン系接着剤２０の
表面２１が、例えば、建築構成材の表面に接着結合されるために位置付けられることが理
解されるであろう。したがって、（例えば、接着剤層５の反対側の表面における第１のシ
リコーン系接着剤２０の割合と比較した）この表面におけるシリコーン系接着剤２０の富
化は、接着剤層５において使用されるシリコーン系接着剤２０の量を全体として最小にし
ながら、特定の表面への強化された結合を提供し得る。逆に、接着剤層５の反対側に面し
た側は、有機ポリマー接着剤４０が富化されるようになり得る（但し、本明細書に後述さ
れる通り、これは常に起こらなくてもよい）。この接着剤層５の反対側に面した側は、例
えば、裏材８０に結合されてもよく、したがって例えば、塗装された表面に対して、強化
された接着を提供する特定の必要を有さなくてもよいため、これはほとんど又は全く重要
ではない。
【００２９】
　（例えば、図６に示される）この種類の実施形態では、第１の接着剤のストライプ２０
のうちの少なくとも幾つかは、第１の接着剤のストライプ２０の第１の主表面２１の概ね
反対側に面する第２の主表面２２を有する、横方向に中央の部分２６を各々備えてもよく
、前記第１の接着剤のストライプ２０の横方向に中央の部分２６の第２の主表面２２は、
第２の接着剤ストライプ４０と接触していない（例えば、被覆されていない）。換言すれ
ば、横方向に中央の部分２６の主表面２２は、接着剤層５の形成後、露出した表面であっ
てもよく、その結果、露出した表面２２は、例えば、テープ裏材８０に結合され得る。し
たがって、かかる接着剤層５の少なくとも一部分は、第１及び第２の接着剤２０と４０と
の間に存在し、接着剤層５の面積の大部分又は全部にわたって延在する、内部の界面境界
を有するという潜在的な不利益を回避し得る。かかる配置は、例えば、従来型の異なる接
着剤の層の多層コーティングとは異なり得る。
【００３０】
　シリコーン富化が存在する少なくとも幾つかの実施形態では、（図６に代表的な様式で
示される通り）少なくとも選択されたストライプ２０は、画定された識別可能な横方向に
中央の部分２６を有するであろう。部分２６は、ストライプの厚さが概ね又は更にはほぼ
一定であり得る横方向範囲を備えてもよく、前記横方向に中央の部分２６は、再び図６に
示される通り、ストライプ２０のライナー１０に面する側にその中心部分延在する第１及
び第２の側縁部分２５を備える（また、その横方向に位置する）。この一般的な種類の配
置は、更に詳細に特徴付けられ得る。具体的には、図６に示される通り、この一般的な種
類の第１のストライプ２０に関して、側縁部分２５の（横方向）幅ｗｌｅは、横方向に中
央の部分２６の幅Ｗｌｃと比較することができる。様々な実施形態では、側縁部分２５の
かかる横方向幅ｗｌｅは、横方向に中央の部分２６の横方向幅Ｗｌｃの少なくとも１０、
２０、４０、又は更には６０％以上であってもよい。更なる実施形態では、側縁部分２５
のかかる横方向幅は、横方向に中央の部分２６の横方向幅の約７０、５０、３０、２０、
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又は１０％未満であってもよい。表面富化が存在する各ストライプ２０の（総）基材側横
方向幅は、総和Ｗｌｃ＋ｗｌｅ＋ｗｌｅによって付与されることになる。（しかしながら
、幾つかの実施形態では、第１の接着剤のストライプは、一方の側縁部に沿ってのみ表面
富化されてもよく、その他方の側縁部に沿って接着剤を含まない間隙を備えてもよく、そ
の場合、かかるストライプの基材側の幅は、Ｗｌｃ＋ｗｌｅとなるであろうことに留意さ
れたい）。反対側の横方向厚さは、Ｗｌｃによって付与される。様々な実施形態では、ス
トライプ２０の基材側横方向幅は、そのストライプ２０の反対側の横方向幅よりも少なく
とも約１．２、１．６、２．０、又は２．５倍大きくてもよい。
【００３１】
　側縁部分２５の厚さｔｌｅは、第１の接着剤のストライプ２０の横方向に中央の部分２
６の平均厚さＴｌｃと比較されてもよい。厚さｔｌｅは、（図６に示される通り）縁部分
２５の横方向範囲にわたって変動してもよいが、局所的な厚さは、縁部分２５の任意の特
定の部分において測定され得る。したがって、様々な実施形態では、（例えば、部分２５
の横方向最外縁部に向かって）接着剤のストライプ２０の側縁部分２５の少なくとも一部
は、第１の接着剤のストライプ２０の横方向に中央の部分２６の平均厚さＴｌｃの約６０
、４０、２０、又は１０％未満の厚さｔｌｅを備えてもよい。
【００３２】
　ライナー側＆反対側面積分率
　シリコーン表面富化は、接着剤層５の各表面において各接着剤によって提供される面積
分率の観点から特徴付けることができる。（間隙が存在しない場合、かかる面積分率は、
総面積分率又は接着剤のみの面積分率と同等に考えられ得る。）特に、第１の接着剤２０
に関して、ライナー側面積分率が獲得され得、また反対側面積分率が獲得され得る。図１
～５の種類の設計（シリコーン富化がほとんど又は全く存在しない）では、第１の接着剤
２０のライナー側及び反対側面積分率は、典型的には、互いに極めて類似しており、すな
わち、かかる環境ではその２つは互いに等しいと考えられ得る。しかしながら、（図６の
種類の設計の通り）シリコーン富化が存在する場合、第１の接着剤２０によって提供され
るライナー側面積分率及び反対側面積分率は、互いに著しく異なる場合がある。（第２の
接着剤４０に関しても同じことが当てはまる）。
【００３３】
　換言すれば、剥離ライナー１０と接触している接着剤層５の表面に存在する接着剤材料
の、第１の（シリコーン系）接着剤２０が提供する割合が、決定され得る。これは、接着
剤層５の反対側の表面に存在する接着剤材料の第１の接着剤２０が提供する割合と比較さ
れ得る。接着剤層５のライナー側表面にシリコーン富化が存在する場合、第１の接着剤２
０（及び第２の接着剤４０に関する対応するパラメータ）のライナー側と反対側面積分率
との間の差は、かかるシリコーン富化の範囲を特徴付け得る。特に、これらの２つの面積
分率の比が獲得され得る。したがって、図６を参照してまとめると、剥離ライナー１０と
接触している接着剤層５の表面２１におけるシリコーン富化の測定は、ライナー側の（そ
れぞれ、第１及び第２の接着剤の表面２１及び４１の）表面２１が占める面積分率の、反
対側の（それぞれ、第１及び第２の接着剤の表面２２及び４２の）表面２２が占める面積
分率に対する比率計算によって獲得され得る。かかる比は、接着剤層５のライナー側にお
けるシリコーン富化の定量的測定を提供し得る。
【００３４】
　例えば、図１～２及び４～５に示される、例えば、シリコーン富化がほとんど又は全く
存在しない一般的な種類の実施形態では、かかるシリコーン富化比は、約１（すなわち、
ベースライン値）であってもよい。しかしながら、シリコーン富化が発生する実施形態で
は、かかる比は、例えば、約１．１、１．２、１．４、１．６、１．０、又は更には２．
０であってもよい。例証のため、図６の代表的な説明では、第１の接着剤２０の第１の表
面２１によって提供されるライナー側面積分率は、７０％の範囲であると考えられる（ス
トライプが名目上の幅に大体等しく存在すると仮定した場合）。第１の接着剤２０の第２
の表面２２によって提供される反対側面積分率は、５０％の範囲であると考えられる。し
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たがって、シリコーン富化比は、約７０／５０、又は約１．４となる。
【００３５】
　幾つかの実施形態では、図６に提示される一般的な配置は、極端に利用されてもよい。
すなわち、図７に代表的な様式で示される通り、第２の接着剤ストライプ４０の横方向に
位置する２つの第１のストライプ２０及び２０’の側縁部分２５及び２５’は、それらが
接触するように互いに向かって横方向に延在し、したがって第２のストライプ４０の完全
に下に存在してもよい。すなわち、かかる場合、剥離ライナー１０の表面１１と接触して
いる接着剤層５の接着剤表面領域の本質的に１００％が、第１の接着剤２０によって供給
されてもよい。このような配置においてさえも、第１の接着剤２０の表面２８と第２の接
着剤４０の表面４７との間の境界面での破損の潜在的な問題に直面するとは考えられない
（すなわち、この種類の構築物は、許容可能な引き剥がし及びせん断強度を依然示す）。
理論又は機構によって制限されることを望むものではないが、かかる配置が達成される特
定の様式（本明細書に詳細に後述される）は、２つの接着剤の表面間により強力及び／又
は長時間持続する界面結合をもたらし得る場合もある。また勿論、第１の接着剤２０が接
着剤層５の（例えば、壁表面及びテープ裏材８０への）結合表面の両方を提供し、それら
の間に連続的に延在する第１の接着剤２０の横方向に中央の部分２６（接着剤層５のこの
領域には、第１の接着剤２０と第２の接着剤４０との間の境界面が存在しない）の存在も
、有益であり得る。
【００３６】
　シリコーン富化が、２つの側縁部分２５及び２５’が互いに向かって接触するまで横方
向に延在するように発生する実施形態では、各縁部分が延在する２つのストライプ２０と
２０’との間にはっきりと目に見える分割線が存在しないことに留意されたい。この特殊
な場合では、品物２０及び２０’は依然として互いに識別可能な個々のストライプとして
考えることができ、各々、細長い（すなわち、各ストライプが移動する剥離ライナー１０
上に堆積された方向に）長さ及び幅を備えると考えることができる。しかしながら、各々
幅を有する横方向区域に任意に分割され得る従来型の横方向に連続する接着剤層の場合、
かかる任意に選択可能な区域又は幅は、互いに識別することができず、本明細書において
使用される用語「ストライプ」とは同等と見なすことはできないことに更に留意されたい
。したがって、（剥離ライナー１０の表面における本質的に完全なシリコーン富化の場合
であってさえも）本明細書に定義されるストライプコーティング配置は、例えば、フルオ
ロシリコーン剥離ライナー上にシリコーン系接着剤の層をコーティングし、シリコーン系
接着剤上に有機ポリマー系接着剤の層をコーティングして、多層積み重ね体を達成するこ
とによる、従来型の多層コーティングによって達成されるものとは区別されることが強調
される。例えば、最低でも、かかる従来型の多層アプローチは、上述の通り、ストライプ
２０及び４０の側縁部分２５及び４５にそれらの間に角度付けられた境界面４８をもたら
すことは予期されず、ストライプ２０の前記側縁部分２５は、ストライプの横方向に中央
の部分２６から容易に識別可能である。
【００３７】
　上述のシリコーン富化は、剥離ライナー１０のフルオロシリコーン剥離表面１１と接触
している接着剤層５の主表面において主に発生し得るが、幾つかのシリコーン表面富化は
、図８に示される通り接着剤層５の反対側に面した表面において観察されることもある。
すなわち、第１のシリコーン系接着剤２０のストライプは、上述の側縁部分２５とは反対
側の表面上に１つ以上の二次側縁部分２９を示してもよい。かかる配置は、最小量の第１
の接着剤２０を使用しながら、接着剤層５の両結合表面上での露出した第１の接着剤２０
の表面積を最大にし得るという更なる利点を提供することができる。幾らかの表面富化が
反対側の表面に発生する特殊な場合において、ストライプ２０の最小横方向幅（例えば、
図３の両矢印によって示される）は、（面積比の算出のためなどの）基材側の横方向幅と
の比較の目的のために反対側の横方向幅（Ｗｌｃ）として使用される。
【００３８】
　当業者は、接着剤層内の２つの異なる接着剤の前記接着剤層の全体性能に対する寄与は
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、各接着剤が提示する結合面積に概ね比例するであろうことを予想し得ることに留意され
たい。対照的に、本研究では、本明細書に開示されるシリコーン系接着剤の有利な効果は
、シリコーン系接着剤が提供する結合面積分率には比例し得ないことが見出された。
【００３９】
　高湿／静的せん断における建築塗料への結合
　具体的な詳細を述べると、本発明者らは、本明細書に開示されるシリコーン接着剤は、
高湿に露出されたときでさえも、また接着剤層が、例えば、極性部分（例えば、表面に存
在し得る親水性添加剤などに由来する）を備える特定の表面に結合されるときでさえも、
せん断力に対する接着剤層５の耐性を長時間有利に保ち得ることを見出した。具体的には
、商品名において建築塗料と称されることの多い特定の塗料は、かかる極性部分を備える
場合がある（それは、塗料の染み抜き特性（洗浄性）の改善に役立ち得る、例えば、様々
な界面活性剤、添加剤などの中に存在する場合がある）。この考察の目的のため、建築塗
料とは、以下の基準を満たす塗料を意味する：ＡＳＴＭ　Ｄ４８２８－９４に概説される
手順に主に従って試験したときに、前記塗料が、少なくとも５（中程度）、７（大）、又
は１０（全ての染みが除去される）の染み抜き評定を示すこと、また代表的な有機ポリマ
ー感圧接着剤層を前記塗料に結合し、本明細書の実施例に概説される手順に従って高湿／
静的せん断試験に露出したときに、接着剤層が、１００００分未満の破損時間を示すこと
。（かかる試験の実施の目的のため、比較例ＰＳＡ－Ｏ－１として本明細書に説明される
接着剤を、代表的な有機ポリマー接着剤として使用することができる。）
【００４０】
　この考察に関する標準的な基準として、代表的な有機ポリマー感圧接着剤は、代表的な
建築塗料に結合され、高湿条件で保持されたときに、例えば、約２５００分間のみ、破損
までに高せん断荷重に耐えることができる（比較例ＰＳＡ－Ｏ－１－Ａにおいて本明細書
に説明されるように）。代表的なシリコーン系感圧接着剤は、同一条件下で少なくとも約
３００００分の閾値レベル（これは当該技術分野における許容可能な性能を代表すること
が見出されている）を達成し得る（比較例ＰＳＡ－Ｓ－２－Ａにおいて本明細書に説明さ
れるように）。当該技術分野における背景技術の知識に基づいて、当業者は、結合表面が
５０／５０比のこれらの２つの接着剤を含む接着剤層は、２つの個々の接着剤の挙動に比
例的である挙動を示すであろうことを予想し得る。しかしながら、本明細書の実施例に実
証される通り、例えば、僅か２３％のシリコーン接着剤の総結合面積百分率は、高湿／静
的せん断試験において少なくとも約３００００分の所望の閾値性能レベルを依然達成し得
る。例証として、建築塗料に結合された接着剤層５の結合表面が面積基準でおよそ２３％
のシリコーン系接着剤、面積基準でおよそ３３％の有機ポリマー接着剤、及びおよそ４４
％の間隙面積分率を備える実施例１－１（表１）は、上述の閾値要件を依然満たした（す
なわち、この点に関して比較例ＰＳＡ－Ｓ－２－Ａの１００％シリコーン系接着剤の性能
に匹敵すると考えられる）。
【００４１】
　体積分率
　上述の配置は、シリコーン系接着剤によって提供される実際の結合表面積を、前記シリ
コーン系接着剤が接着剤層５中に存在する体積分率に基づいて予期されるものよりも大き
くすることによって、利益を提供し得る。（接着剤（例えば、第１のシリコーン系接着剤
）によって提供される体積分率とは、その接着剤のストライプによって集合的に占められ
る接着剤層５の総体積（間隙によって占められるものを含む）の割合（百分率）を意味す
る。）既に述べたシリコーン表面富化効果の代わりにか又はそれに加えて、第１のシリコ
ーン系接着剤２０が存在する体積分率は、第１の接着剤２０のストライプの厚さを第２の
接着剤４０のストライプの厚さと異なるように配置することによって操作されてもよい。
特に、幾つかの実施形態では、第２の接着剤４０のストライプの厚さに対する第１のシリ
コーン系接着剤２０のストライプの厚さは、接着剤層５の許容可能な特性を保ちながら、
より低い体積分率の第１の接着剤２０を使用するように有利に最小化されてもよい。例証
として、実施例の表１～４から、第１の接着剤のストライプ２０の相対的（平均）厚さは
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、第２の接着剤ストライプ４０の（平均）厚さの例えば、１．２、１．５、２．０、２．
５、３．０、又は更には３．４倍少なくてもよいことが明らかである。かかる実施形態は
、許容可能な結合を依然達成及び維持しながら、極めて低い体積分率の第１の接着剤２０
の使用を可能にし得る。
【００４２】
　例証として、実施例２－１は、およそ３３％の第１の接着剤２０の総面積分率を備えた
（第２の接着剤４０によって供給される６７％の残部とする）。しかしながら、第１の接
着剤２０のストライプは第２の接着剤４０のストライプよりも遥かに薄いため（およそ０
．８ミル（０．０２ミリメートル）に対して２．７ミル（０．０６９ミリメートル））、
第１の接着剤２０の体積分率は、およそ１３％のみであった（第２の有機ポリマー接着剤
４０によって構成される８７％の残部とする）。したがって、実施例２－１から、幾つか
の実施形態では、第１の接着剤２０は、許容可能な接着特性を依然保ちながら、例えば、
１３％の範囲程の低い体積分率で提供され得ることが明らかである。したがって、様々な
実施形態では、第１のシリコーン系感圧接着剤２０は、少なくとも約１２、１３、１５、
２０、２５、３０、３５、４０、５０、又は６０％の体積分率で提供されてもよい。（下
記に考察される通り、接着剤層の平衡は、第２の接着剤４０によって単独で又は接着剤を
含まない間隙と組み合わせて提供され得る）。更なる実施形態では、第１の接着剤２０は
、最大で約８５、８０、７０、６０、５０、４５、４０、３５、３０、又は２５％の体積
分率で提供されてもよい（例えば、表３及び４は、第１の接着剤２０の体積分率が約８２
％と高く概算される配置を表すことに留意されたい）。
【００４３】
　接着剤を含まない間隙の効果の考慮は、接着剤層５内の第１の接着剤２０の体積分率が
最小化され得る度合を更に例証し得る。例証として、実施例１－１に関して、第１の接着
剤２０の体積分率は、およそ１６％であり、第２の接着剤４０の体積分率は、およそ３９
％であり、間隙の体積分率は、およそ４５％であった（これらの算出をどのように実施す
るかに関する考察については試験手順を参照）。かかる結果は、第１の接着剤２０の体積
分率を最小化することを可能にする間隙の効果を示している（但し、第１の接着剤２０は
比較的高い体積分率の接着剤層５の接着剤材料を含んでもよい）。したがって、上記に列
挙される第１の接着剤２０の体積分率のいずれかは、例えば、約０、１０、２０、又は２
５％～約６０、５０、４０、又は３５％の間隙面積分率と組み合わせて使用されてもよい
。
【００４４】
　接着剤層５における、第１及び第２の接着剤のストライプの厚さのかかる大きな不一致
（例えば、最大３．４倍）の存在は、結合を達成及び維持する接着剤層５の能力に悪影響
を及ぼすことは、当業者によって予想され得ることに留意されたい。理論又は機構によっ
て制限されることを望むものではないが、複数の要因のうちのいずれかが、かかる厚さの
不一致の場合であってさえも適切な結合を達成及び維持する接着剤層５の能力を強化し得
ると考えられる。１つの要因は、ストライプ幅のストライプ厚さに対するアスペクト比に
存在する場合がある。アスペクト比を適切な範囲に設定することは、より薄いストライプ
の「陥凹した」表面の大部分でさえ、接着剤層５が結合されることが望まれる表面と接触
し得ることを可能にし得る。したがって、様々な実施形態では、本明細書に開示される接
着剤のストライプのいずれかの幅／厚さアスペクト比は、少なくとも約５、２０、２０、
又は４０対１であってもよい。更なる実施形態では、かかるアスペクト比は、最大で約２
００、１５０、１００、８０、又は４０対１であってもよい。幾つかの実施形態において
生じ得る別の要因は、例えば、（例えば、伸長剥離性物品を形成するための）ポリマー発
泡体を含む、比較的薄く形状適合性（conformable）の裏材への接着剤層５の結合にある
。図９の代表的な例証に示される通り、かかる裏材８０は、厚さが不一致である接着剤の
ストライプ２０及び４０の輪郭に適合する十分な能力を示すことができ、裏材８０の表面
８１は、より薄いストライプ２０の陥没した表面２２にさえ接触して、結合を十分に達成
及び維持することができる。かかる裏材の更なる詳細は、本明細書に後述される。また別
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の要因は、剥離ライナー１０の表面上への接着剤のストライプの堆積（例えば、本明細書
に後述されるようにコーティングすることによる）に存在する場合がある。これは、スト
ライプ２０がストライプ４０より薄い場合であっても、例えば、（接着剤層５から剥離ラ
イナー１０を分離した後に）塗装された表面に結合されるより薄いストライプ２０の結合
表面２１が、塗装された表面に同様に結合されるより厚いストライプ４０の結合表面４１
と少なくとも概ね平ら（同じ高さ）のままであり得るという有利な結果を有する。すなわ
ち、不一致のストライプ厚さの任意の効果は、（例えば、必要に応じて比較的厚い形状適
合性の裏材８０の使用によって補正され得る）接着剤層５の反対側において主に明らかで
あり得、厚さの不一致の効果は、例えば、塗装された表面に結合される接着剤層５の表面
においてはほとんど明らかではない。したがって、本明細書に開示される特定の特徴は、
単独で又は組み合わせて、ある環境において特に有利であり得る。
【００４５】
　ある環境では、勿論、第１の接着剤のストライプ２０の平均厚さは、第２の接着剤のス
トライプ４０の平均厚さに類似することが望ましい場合がある。したがって、幾つかの実
施形態では、第１の接着剤のストライプ２０の平均厚さは、第２の接着剤のストライプ４
０の平均厚さのプラス又はマイナス４０、２０、１０、又は５％以内である。また他の環
境では、第１の接着剤のストライプ２０の厚さは、第２の接着剤ストライプ４０の厚さよ
りも大きくてもよいことが望ましい場合がある。また更に他の実施形態では、（接着剤２
０及び／又は４０のうちの）少なくとも幾つかのストライプは、例えば、空気流出能力を
提供するために、同一の組成物の他のストライプよりも薄くてもよい。
【００４６】
　広範な概要では、個別に又は任意の組み合わせで使用される本明細書に開示される複数
の配置のいずれかによって、かなりの体積分率及び／又は面積分率のシリコーン系接着剤
は、十分な性能閾値を依然満たしながら、例えば、低性能有機ポリマー接着剤で置換され
てもよく、及び／又は、接着剤がその中に全く存在しない間隙で置換されてもよい。すな
わち、本発明者らは、本明細書に開示される配置は、シリコーン系接着剤が接着剤層５内
に存在するレベルとは比例しない性能を提供し得ることを実証した。これらの発見は、純
粋なシリコーン系接着剤層によって達成される特性を顕著に、又はかなり顕著に保ちなが
ら、かなりの体積分率のシリコーン系接着剤を排除することを可能にする。かかる結果は
、例えば、かなりの体積分率のシリコーン系接着剤を、（例えば、実施例２－１の通り）
有機ポリマー接着剤で置換することによってか、又はかなりの体積分率のシリコーン系接
着剤を、（例えば、実施例１－１の通り）有機ポリマー接着剤と接着剤を含まない間隙と
の組み合わせで置換することによって獲得され得ることが理解されるであろう。したがっ
て、いずれのアプローチによっても、接着剤層５内のシリコーン系接着剤の体積分率は、
許容可能な特性を保ちながら、所望により、例えば、１０～２０％までにさえ低減され得
る。
【００４７】
　本明細書に説明されるシリコーン表面富化効果は、かかる効果を増大及び／又は増幅さ
せ得ることが更に理解されるであろう。例えば、実施例３－１は、シリコーン系接着剤２
０のストライプがおよそ３３％の反対側面積分率を示す配置を開示した（ストライプ間に
間隙が存在せず、有機ポリマー接着剤４０のストライプは６７％の残部を構成する）。し
かしながら、表面富化効果により、シリコーン系接着剤のライナー側面積分率は、およそ
６９％であった（対して、反対側では３３％の値）。かかる配置も、例えば、塗装された
表面との境界面に存在するシリコーン系接着剤の量を有利に増大させ得、本明細書に考察
される通り、利益を提供することができる。
【００４８】
　感圧接着剤
　第１の接着剤２０及び第２の接着剤４０は、どちらも感圧接着剤である。感圧接着剤は
通常、室温で粘着性であり、せいぜい軽い指圧の適用によって表面に接着され得、したが
って感圧性ではない他の種類の接着剤とは区別され得る。感圧接着剤の一般的な説明は、
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Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉ
ｎｅｅｒｉｎｇ，Ｖｏｌ．１３，Ｗｉｌｅｙ－Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓ
ｈｅｒｓ（Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，１９８８）に見出され得る。感圧接着剤の更なる説明は、
Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈ
ｎｏｌｏｇｙ，Ｖｏｌ．１，Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ（Ｎｅｗ
　Ｙｏｒｋ，１９６４）に見出され得る。少なくとも幾つかの実施形態では、感圧接着剤
は、Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ－Ｓｅｎｓｉｔｉｖｅ　Ａｄｈｅｓｉｖ
ｅ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｄ．Ｓａｔａｓ，２ｎｄ　ｅｄ．，ｐａｇｅ　１７２（１９
８９）に説明されるダールキスト評価基準（Dahlquist criterion）を満たし得る。この
評価基準は、感圧接着剤を、その使用温度（例えば、１５℃～３５℃の範囲の温度）にお
いて１×１０－６ｃｍ２／ダイン（１×１０－５ｍ２／Ｎ）より大きい１秒クリープコン
プライアンスを有するものと定義する。これらの考察を考慮すると、本明細書に開示され
る感圧接着剤は、例えば、結合層（tie layer）、下塗り層などから区別されるであろう
（それらの層は、取り付け面に適用される場合であっても、取り付け面に結合する感圧接
着剤の能力を強化することができ、それ自身の感圧特性を示さない）。幾つかの実施形態
では、第１及び第２の接着剤２０及び４０のうちの一方又は両方は、再配置可能な接着剤
であってもよい。代替的実施形態では、第１及び第２の接着剤２０及び４０はどちらも、
再配置可能ではない。
【００４９】
　シリコーン系感圧接着剤
　第１の感圧接着剤２０は、少なくとも１つのシリコーンエラストマーポリマーを含み、
また粘着付与樹脂などの他の任意追加的な成分を含有してもよい、シリコーン系感圧接着
剤である。シリコーンエラストマーポリマーは、少なくとも１つの極性部分を各々備える
ハードセグメントを備える、シリコーンブロックコポリマーエラストマーであってもよい
。極性部分とは、尿素結合、オキサミド結合、アミド結合、ウレタン結合、又はウレタン
－尿素結合を意味する。したがって、好適なシリコーンブロックコポリマーエラストマー
としては、例えば、尿素系シリコーンコポリマー、オキサミド系シリコーンコポリマー、
アミド系シリコーンコポリマー、ウレタン系シリコーンコポリマー、及びそれらの混合物
が挙げられる。
【００５０】
　本明細書で用いられる用語「シリコーン系」は、シリコーン単位を含有する巨大分子（
例えば、ポリマー又はコポリマー）を指す。（同様に、シリコーン接着剤という用語は、
本明細書においてシリコーン系接着剤の略語として使用される場合があり、シリコーン単
位を含むエラストマーをベースとする感圧接着剤を表す）。シリコーン又はシロキサンと
いう用語は、本明細書において互換的に使用され、シロキサン（－Ｓｉ（Ｒ１）２Ｏ－）
繰り返し単位を有する単位を指し、Ｒ１は下記に定義される。多くの実施形態では、Ｒ１

は、アルキルである。本明細書で用いられる用語「尿素系」は、少なくとも１つの尿素結
合を含有する、セグメント化コポリマーである巨大分子を指す。本明細書で用いられる用
語「アミド系」は、本明細書で使用するとき、少なくとも１つのアミド結合を含有する、
セグメント化コポリマーである巨大分子を指す。本明細書で用いられる用語「ウレタン系
」は、少なくとも１つのウレタン結合を含有する、セグメント化コポリマーである巨大分
子を指す。
【００５１】
　シリコーンポリ尿素
　有用な種類のシリコーンエラストマーブロックコポリマーの１つの例は、シリコーンポ
リ尿素ブロックコポリマーなどの尿素系シリコーンポリマーである。シリコーンポリ尿素
ブロックコポリマーは、例えば、ポリジオルガノシロキサンジアミン（シリコーンジアミ
ンとも称される）、ポリイソシアネート、及び任意に、有機ポリアミンの反応生成物であ
ってもよい。本明細書で用いられる用語「ポリイソシアネート」とは、２つ以上のイソシ
アネート基を有する化合物を指す。本明細書で用いられる用語「ポリアミン」とは、２つ
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【００５２】
　好適な代表的シリコーンポリ尿素ブロックコポリマーは、式（Ｉ）の繰り返し単位によ
って表される：
【００５３】
【化１】

　式（Ｉ）において、各Ｒ１は、独立してアルキル、ハロアルキル、アルケニル、アラル
キル、アリール、又はアルキル、アルコキシ、若しくはハロゲンで置換されたアリールで
ある。式（ＩＩＩ）中のＲ１に好適なアルキル基は、典型的には、１～１０個、１～６個
、又は１～４個の炭素原子を有する。多くの実施形態では、Ｒ１基の少なくとも５０パー
セントは、メチルであってもよい。式（Ｉ）中の各基Ｚは、独立してアリーレン、アラル
キレン、又はアルキレンである。代表的なアリーレンは６～２０個の炭素原子を有し、代
表的なアラルキレンは７～２０個の炭素原子を有する。アリーレン及びアラルキレンは、
例えば、非置換であるか、又はアルキル（例えば、１～１０個の炭素原子、１～６個の炭
素原子、又は１～４個の炭素原子を有するアルキル）、アルコキシ（例えば、１～１０個
の炭素原子、１～６個の炭素原子、又は１～４個の炭素原子を有するアルコキシ）、又は
ハロゲン（例えば、クロロ、ブロモ、又はフルオロ）で置換され得る。アルキレンは、例
えば、直鎖、分枝、環状、又はこれらの組み合わせであり得、１～２０個の炭素原子を有
し得る。式（Ｉ）中のＹは、独立して１～１０個の炭素原子を有するアルキレン、７～２
０個の炭素原子を有するアラルキレン、又は６～２０個の炭素原子を有するアリーレンで
ある。各Ｄは、水素、１～１０個の炭素原子を有するアルキル、６～１２個の炭素原子を
有するアリール、又はＢ若しくはＹを含む環構造を完了して複素環を形成するラジカルか
ら選択される。各Ｄは、多くの場合、水素又はアルキル基である。基Ｂは、アルキレン、
アラルキレン、アリーレン、例えば、フェニレンなど、又はヘテロアルキレンから選択さ
れてもよい。ヘテロアルキレンの例としては、ポリエチレンオキシド、ポリプロピレンオ
キシド、ポリテトラメチレンオキシド、並びにそれらのコポリマー及び混合物が挙げられ
る。変数ｍは、０～約１０００であり得る数であり、ｐは、少なくとも１である数であり
、ｎは、０～１５００の範囲であり得る数である。
【００５４】
　前述の通り、ポリジオルガノシロキサンジアミンは、ポリイソシアネートと反応されて
、シリコーンポリ尿素ブロックコポリマーを形成し得る。好適なポリジオルガノシロキサ
ンジアミンと反応し得る任意の好適なポリイソシアネートが、使用され得る。ポリイソシ
アネートは、多くの場合、例えば、ジイソシアネート又はトリイソシアネートであっても
よい。好適なポリジオルガノシロキサンジアミンの例としては、ポリジメチルシロキサン
ジアミン、ポリジフェニルシロキサンジアミン、ポリトリフルオロプロピルメチルシロキ
サンジアミン、ポリフェニルメチルシロキサンジアミン、ポリジエチルシロキサンジアミ
ン、ポリジビニルシロキサンジアミン、ポリビニルメチルシロキサンジアミン、ポリ（５
－ヘキセニル）メチルシロキサンジアミン、及びそれらの混合物が挙げられるが、これら
に限定されない。シリコーンポリ尿素ブロックコポリマーの調製に使用され得る有用なシ
リコーンジアミンの具体的な例としては、式（ＩＩ）によって表されるポリジオルガノシ
ロキサンジアミンが挙げられる。
【００５５】
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【化２】

　式（ＩＩ）中、各Ｒ１は、独立して、上記式（Ｉ）で定義された、アルキル、ハロアル
キル、アラルキル、アルケニル、アリール、又はアルキル、アルコキシ、若しくはハロで
置換されたアリールである。各Ｙは、独立して、上記式（Ｉ）で定義されたアルキレン、
アリーレン、又はアラルキレンである。変数ｎは０～１５００の整数である。式（ＩＩ）
のポリジオルガノシロキサンジアミンは、任意の既知の方法によって調製され得、７００
～１５０，０００ｇ／モルの範囲の重量平均分子量などの任意の好適な分子量を有し得る
。
【００５６】
　シリコーン－ポリ尿素ブロックコポリマーをベースとするシリコーン系感圧接着剤、及
びかかるブロックコポリマー及び接着剤の調製は、米国特許出願公開第２０１１／０１２
６９６８号（Ｄｅｔｅｒｍａｎ）及び米国特許第６，５６９，５２１号（Ｓｈｅｒｉｄａ
ｎ）に更に詳細に説明され、その全体は参照により本明細書に援用される。有用なシリコ
ーンポリ尿素ブロックコポリマーはまた、例えば、米国特許第５，５１２，６５０号（Ｌ
ｅｉｒ）、同第５，２１４，１１９号（Ｌｅｉｒ）、同第５，４６１，１３４号（Ｌｅｉ
ｒ）、同第６，４０７，１９５号（Ｓｈｅｒｍａｎ）、同第６，４４１，１１８号（Ｓｈ
ｅｒｍａｎ）、同第６，８４６，８９３号（Ｓｈｅｒｍａｎ）、及び同第７，１５３，９
２４号（Ｋｕｅｐｆｅｒ）にも説明される。
【００５７】
　シリコーンポリオキサミド
　別の有用な種類のシリコーンエラストマーブロックコポリマーは、ポリジオルガノシロ
キサンポリオキサミドブロックコポリマーなどのオキサミド系ポリマーである。ポリジオ
ルガノシロキサンポリオキサミドブロックコポリマーは、少なくとも２つの式（ＩＩＩ）
の繰り返し単位を含有してもよい。
【００５８】
【化３】

　式（ＩＩＩ）中、各Ｒ１は、独立してアルキル、ハロアルキル、アラルキル、アルケニ
ル、アリール、又はアルキル、アルコキシ、若しくはハロゲンで置換されたアリールであ
る。各Ｙは、独立して、アルキレン、アラルキレン又はこれらの組み合わせである。添字
ｎは、独立して４０～１５００の整数であり、添字ｐは、１～１０の整数である。基Ｇは
、式Ｒ３ＨＮ－Ｇ－ＮＨＲ３のジアミンから２つの－ＮＨＲ３基を除いたジアミンに等し
い残基単位である二価基である。基Ｒ３は、水素若しくはアルキル（例えば、１～１０個
、１～６個、若しくは１～４個の炭素原子を有するアルキル）であるか、又はＲ３は、い
ずれもそれらが結合されるＧ及び窒素と共に複素環基を形成する（例えば、Ｒ３ＨＮ－Ｇ
－ＮＨＲ３は、ピペラジンなどである）。各アスタリスク（＊）は、繰り返し単位がコポ
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リマー内の別の基、例えば式（ＩＩＩ）の別の繰り返し単位などへ結合する部位を示す。
【００５９】
　式（ＩＩＩ）中のＲ１に好適なアルキル基は、典型的には、１～１０個、１～６個、又
は１～４個の炭素原子を有する。代表的なアルキル基としては、メチル、エチル、イソプ
ロピル、ｎ－プロピル、ｎ－ブチル、及びイソ－ブチルが挙げられるが、これらに限定さ
れない。Ｒ１に好適なハロアルキル基は、多くの場合、対応するアルキル基の水素原子の
一部分のみをハロゲンで置換してある。代表的なハロアルキル基としては、１～３個のハ
ロ原子及び３～１０個の炭素原子を有するクロロアルキル及びフルオロアルキル基が挙げ
られる。Ｒ１に好適なアルケニル基は、多くの場合、２～１０個の炭素原子を有する。代
表的なアルケニル基は多くの場合、エテニル、ｎ－プロペニル、及びｎ－ブテニルなど、
２～８個、２～６個、又は２～４個の炭素原子を有する。Ｒ１に好適なアリール基は、多
くの場合、６～１２個の炭素原子を有する。フェニルは、代表的なアリール基である。ア
リール基は、非置換であるか、又はアルキル（例えば、１～１０個の炭素原子、１～６個
の炭素原子、又は１～４個の炭素原子を有するアルキル）、アルコキシ（例えば、１～１
０個の炭素原子、１～６個の炭素原子、又は１～４個の炭素原子を有するアルコキシ）、
又はハロゲン（例えば、クロロ、ブロモ、又はフルオロ）で置換されたものであり得る。
Ｒ１に好適なアラルキル基は通常、１～１０個の炭素原子を有するアルキレン基及び６～
１２個の炭素原子を有するアリール基を有する。幾つかの代表的なアラルキル基では、ア
リール基はフェニルであり、アルキレン基は１～１０個の炭素原子、１～６個の炭素原子
、又は１～４個の炭素原子を有する（すなわち、アラルキルの構造は、アルキレン－フェ
ニルであり、この場合アルキレンは、フェニル基に結合している）。
【００６０】
　多くの場合、Ｒ１基の少なくとも５０パーセントは通常、メチルである。例えば、Ｒ１

基の少なくとも６０パーセント、少なくとも７０パーセント、少なくとも８０パーセント
、少なくとも９０パーセント、少なくとも９５パーセント、少なくとも９８パーセント、
又は少なくとも９９パーセントは、メチルであり得る。残りのＲ１基は、少なくとも２個
の炭素原子を有するアルキル、ハロアルキル、アラルキル、アルケニル、アリール、又は
アルキル、アルコキシ、若しくはハロゲンで置換されたアリールから選択され得る。多く
の実施形態では、Ｒ１基の全てはアルキルである。
【００６１】
　式（ＩＩＩ）中の各Ｙは、独立してアルキレン、アリーレン、アラルキレン、又はこれ
らの組み合わせである。好適なアルキレン基は、典型的には、最大１０個の炭素原子、最
大８個の炭素原子、最大６個の炭素原子、又は最大４個の炭素原子を有する。代表的なア
ルキレン基としては、メチレン、エチレン、プロピレン、ブチレンなどが挙げられる。好
適なアラルキレン基は通常、１～１０個の炭素原子を有するアルキレン基に結合した６～
１２個の炭素原子を有するアリーレン基を有する。幾つかの代表的なアラルキレン基では
、アリーレン部分は、フェニレンである。すなわち、二価アラルキレン基は、フェニレン
－アルキレンであり、この場合、フェニレンは、１～１０個、１～８個、１～６個、又は
１～４個の炭素原子を有するアルキレンに結合している。基Ｙに関して本明細書で使用す
るとき、「これらの組み合わせ」とは、アルキレン基及びアラルキレン基から選択される
２つ以上の基の組み合わせを指す。例えば、組み合わせは、単一のアルキレンに結合した
単一のアラルキレン（例えば、アルキレン－アリーレン－アルキレン）であり得る。１つ
の代表的なアルキレン－アリーレン－アルキレンの組み合わせでは、アリーレンはフェニ
レンであり、各アルキレンは、１～１０個、１～６個、又は１～４個の炭素原子を有する
。
【００６２】
　式（ＩＩＩ）中の各添字ｎは、独立して４０～１５００の整数である。例えば、添字ｎ
は、最大１０００、最大５００、最大４００、最大３００、最大２００、最大１００、最
大８０、又は最大６０の整数であり得る。ｎの値は、多くの場合、少なくとも４０、少な
くとも４５、少なくとも５０、又は少なくとも５５である。例えば、添字ｎは、４０～１
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０００、４０～５００、５０～５００、５０～４００、５０～３００、５０～２００、５
０～１００、５０～８０、又は５０～６０の範囲内であることができる。
【００６３】
　添字ｐは、１～１０の整数である。例えば、ｐの値は、多くの場合、最大９、最大８、
最大７、最大６、最大５、最大４、最大３、又は最大２の整数である。ｐの値は、１～８
、１～６、又は１～４の範囲内であり得る。
【００６４】
　式（ＩＩＩ）中の基Ｇは、式Ｒ３ＨＮ－Ｇ－ＮＨＲ３のジアミン化合物から２つのアミ
ノ基（すなわち－ＮＨＲ３基）を差し引いたものに等しい残基単位である。基Ｒ３は、水
素若しくはアルキル（例えば、１～１０個、１～６個、若しくは１～４個の炭素原子を有
するアルキル）であるか、又はＲ３は、いずれもそれらが結合されるＧ及び窒素と共に複
素環基を形成する（例えば、Ｒ３ＨＮ－Ｇ－ＮＨＲ３は、ピペラジンである）。ジアミン
は、一級又は二級アミノ基を有し得る。大部分の実施形態では、Ｒ３は、水素又はアルキ
ルである。多くの実施形態では、ジアミンのアミノ基の両方は、一級アミノ基であり（す
なわち、両Ｒ３基は水素であり）、ジアミンは、式Ｈ２Ｎ－Ｇ－ＮＨ２のものである。
【００６５】
　幾つかの実施形態では、Ｇは、アルキレン、ヘテロアルキレン、ポリジオルガノシロキ
サン、アリーレン、アラルキレン、又はこれらの組み合わせである。好適なアルキレンは
、多くの場合、２～１０個、２～６個、又は２～４個の炭素原子を有する。代表的なアル
キレン基としては、エチレン、プロピレン、ブチレンなどが挙げられる。好適なヘテロア
ルキレンは、少なくとも２つのエチレン単位を有するポリオキシエチレン、少なくとも２
つのプロピレン単位を有するポリオキシプロピレン、又はこれらのコポリマー等のポリオ
キシアルキレンであることが多い。好適なポリジオルガノシロキサンとしては、式（ＩＩ
）のポリジオルガノシロキサンジアミン（上記）から２個のアミノ基を差し引いたものが
挙げられる。代表的なポリジオルガノシロキサンとしては、限定されるものではないが、
アルキレンＹ基を有するポリジメチルシロキサンが挙げられる。好適なアラルキレン基は
通常、１～１０個の炭素原子を有するアルキレン基に結合された６～１２個の炭素原子を
有するアリーレン基を含有する。幾つかの代表的なアラルキレン基は、フェニレン－アル
キレンであり、この場合、フェニレンは、１～１０個の炭素原子、１～８個の炭素原子、
１～６個の炭素原子、又は１～４個の炭素原子を有するアルキレンに結合している。基Ｇ
に関して本明細書で使用するとき、「これらの組み合わせ」とは、アルキレン、ヘテロア
ルキレン、ポリジオルガノシロキサン、アリーレン、及びアラルキレンから選択される２
つ以上の基の組み合わせを指す。組み合わせは、例えば、アルキレンに結合したアラルキ
レン（例えば、アルキレン－アリーレン－アルキレン）であってよい。１つの代表的なア
ルキレン－アリーレン－アルキレンの組み合わせでは、アリーレンはフェニレンであり、
各アルキレンは、１～１０個、１～６個、又は１～４個の炭素原子を有する。
【００６６】
　ポリジオルガノシロキサンポリオキサミドブロックコポリマーをベースとするシリコー
ン系感圧接着剤、並びにかかるブロックコポリマー及び接着剤の調製は、米国特許出願公
開第２００９／０２２９７３２号（Ｄｅｔｅｒｍａｎ）、同第２０１１／０１２６９６８
号（Ｄｅｔｅｒｍａｎ）、及び同第２０１２／０２７１０２５号（Ｈａｙｅｓ）に更に詳
細に説明され、その全体は参照により本明細書に援用される。
【００６７】
　アミド系シリコーンポリマー
　別の有用な種類のシリコーンエラストマーブロックポリマーは、アミド系シリコーンコ
ポリマーである。かかるポリマーは、尿素系ポリマーに類似しており、尿素結合（－Ｎ（
Ｄ）－Ｃ（Ｏ）－Ｎ（Ｄ）－）の代わりにアミド結合（－Ｎ（Ｄ）－Ｃ（Ｏ）－）を含有
し、式中、Ｃ（Ｏ）は、カルボニル基を表し、Ｄは、上記式（Ｉ）で定義されたものと同
一である。基Ｄは、多くの場合、水素又はアルキルである。
【００６８】
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　アミド系コポリマーは、多様な異なる方法で調製することができる。上記の式（ＩＩ）
に説明されるポリジオルガノシロキサンジアミンから開始して、アミド系コポリマーは、
ポリ－カルボン酸又はポリ－カルボン酸誘導体、例えば、ジエステルなどとの反応によっ
て調製され得る。幾つかの実施形態では、アミド系シリコーンエラストマーは、ポリジオ
ルガノシロキサンジアミン及びアジピン酸のジメチルサリチレートの反応によって調製さ
れる。
【００６９】
　アミド系シリコーンエラストマーへの別の反応経路は、カルボン酸エステルのようなシ
リコーンジカルボン酸誘導体を利用する。シリコーンカルボン酸エステルは、シリコーン
水素化物（すなわち、ケイ素水素化物（Ｓｉ－Ｈ）結合で終端されたシリコーン）及びエ
チレン性不飽和エステルのヒドロシリル化反応を通して調製され得る。例えば、シリコー
ン二水素化物は、エチレン性不飽和エステル、例えば、式中Ｃ（Ｏ）はカルボニル基を表
し、ｖは最大１５の整数であり、Ｒはアルキル、アリール、又は置換アリール基であり、
ＣＨ２＝ＣＨ－（ＣＨ２）ｖ－Ｃ（Ｏ）－ＯＲと反応されて、－Ｓｉ－（ＣＨ２）ｖ＋２

－Ｃ（Ｏ）－ＯＲでキャップされたシリコーン鎖をもたらし得る。－Ｃ（Ｏ）－ＯＲ基は
、カルボン酸誘導体であり、それはシリコーンジアミン、ポリアミン、又はこれらの組み
合わせと反応され得る。好適なシリコーンジアミン及びポリアミンは、上述されており、
脂肪族、芳香族、又はオリゴマージアミン（例えば、エチレンジアミン、フェニレンジア
ミン、キシリレンジアミン、ポリオキシアルキレン（polyoxalkylene）ジアミンなど）が
挙げられる。
【００７０】
　ウレタン系シリコーンポリマー
　別の有用な種類のシリコーンエラストマーブロックコポリマーは、シリコーンポリ尿素
ウレタンブロックコポリマーなどのウレタン系シリコーンポリマーである。シリコーンポ
リ尿素ウレタンブロックコポリマーは、ポリジオルガノシロキサンジアミン（シリコーン
ジアミンとも呼ばれる）と、ジイソシアネートと、有機ポリオールとの反応生成物を含む
。かかる材料は、－Ｎ（Ｄ）－Ｂ－Ｎ（Ｄ）－結合が－Ｏ－Ｂ－Ｏ－結合によって置換さ
れていることを除いて、構造的に式（Ｉ）の構造に極めて類似である。かかるポリマーの
例は、例えば、米国特許第５，２１４，１１９号（Ｌｅｉｒ）に説明される。これらのウ
レタン系シリコーンポリマーは、有機ポリオールが有機ポリアミンと置換され得ることを
除いて、尿素系シリコーンポリマーと同一の様式で調製することができる。
【００７１】
　前述の通り、開示されるシリコーンブロックコポリマーの全ては、ポリマー鎖の繰り返
し単位内（特に、所謂ブロックコポリマーのハードセグメントを形成するポリマー鎖の単
位内）に少なくとも１つの極性部分（例えば、尿素結合、オキサミド結合、アミド結合、
ウレタン結合、又はウレタン－尿素結合）を含むことが理解されるであろう。
【００７２】
　粘着付与樹脂
　シリコーン系感圧接着剤組成物（例えば、シリコーン－ポリ尿素ブロックコポリマーか
、シリコーンポリオキサミドブロックコポリマーか、又は上記に開示される他のブロック
コポリマーのいずれかに依存するかに関係なく）は、多くの場合、シリコーンエラストマ
ーブロックコポリマーに加えてＭＱ粘着付与樹脂を含み得る。様々な実施形態では、シリ
コーンブロックコポリマーは、約３０重量パーセント～約９０重量パーセント、３０重量
パーセント～８５重量パーセント、３０重量パーセント～７０重量パーセント、又は更に
は４５重量パーセント～５５重量パーセントの量（乾燥基準、溶媒を除く）でシリコーン
系感圧接着剤組成物中に存在してもよい。ＭＱ粘着付与樹脂は、存在する場合、典型的に
は少なくとも１０重量パーセントの量で存在する。幾つかの実施形態では、ＭＱ粘着付与
樹脂は、約１５重量パーセント～約７０重量パーセント、約３０重量パーセント～約７０
重量パーセント、又は約４０重量パーセント～約６０重量パーセント、又は更には４５重
量パーセント～５５重量パーセントの量でシリコーン系感圧接着剤組成物中に存在する。
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【００７３】
　ＭＱ粘着付与樹脂は、多くの場合、約１００～約５０，０００、又は約５００～約２０
，０００の数平均分子量を有し、メチル置換基を概ね有する。ＭＱシリコーン樹脂は、非
官能性樹脂であってもよく、官能性樹脂であってもよく、又はその両方の混合物を含んで
もよい。官能性ＭＱ樹脂は、例えば、ケイ素結合水素、ケイ素結合アルケニル、及びシラ
ノールなどを含む、１つ以上の官能性を備えてもよい。
【００７４】
　ＭＱ樹脂という用語は、本明細書において広義に使用され、例えば、所謂ＭＱシリコー
ン樹脂、ＭＱＤシリコーン樹脂、及びＭＱＴシリコーン樹脂を含む。ＭＱシリコーン樹脂
は、Ｒ’３ＳｉＯ１／２単位（Ｍ単位）及びＳｉＯ４／２単位（Ｑ単位）を有するコポリ
マーシリコーン樹脂である。ＭＱＤシリコーン樹脂は、例えば、米国特許第５，１１０，
８９０号（Ｂｕｔｌｅｒ）に説明される通り、Ｒ’３ＳｉＯ１／２単位（Ｍ単位）、Ｓｉ
Ｏ４／２単位（Ｑ単位）、及びＲ’２ＳｉＯ２／２単位（Ｄ単位）を有するターポリマー
である。ＭＱＴシリコーン樹脂は、Ｒ３ＳｉＯ１／２単位（Ｍ単位）、ＳｉＯ４／２単位
（Ｑ単位）、及びＲＳｉＯ３／２単位（Ｔ単位）を有するターポリマーである（ＭＱＴ樹
脂）。市販されているＭＱ樹脂としては、Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｃｏ．，
Ｓｉｌｉｃｏｎｅ　Ｒｅｓｉｎｓ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ（Ｗａｔｅｒｆｏｒｄ，Ｎ．Ｙ．）
から入手可能なトルエン中のＳＲ－５４５ＭＱ樹脂、ＰＣＲ，Ｉｎｃ．（Ｇａｉｎｅｓｖ
ｉｌｌｅ，Ｆｌａ．）から入手可能なトルエン中のＭＱシリコーン樹脂であるＭＱＯＨ樹
脂が挙げられる。
【００７５】
　上述の種類及びその変形形態のいずれかのシリコーン系接着剤は、ストライプ２０に形
成されるために任意の好適な形態で提供されてもよい。例えば、かかる接着剤は、剥離ラ
イナー１０上に堆積され得る流動性液体である前駆体液の形態で提供されて、前駆体液の
ストライプを形成してもよく、前記前駆体はその後、その最終形態においてシリコーン系
接着剤に転換され得る。したがって、前駆体流動性液体は、例えば、本明細書に後述され
る通り、例えば、ホットメルトコーティングに好適な１００％固体の混合物、又は水性乳
剤（例えば、ラテックス）、又は１つ以上の好適な溶媒中の溶液であってもよい。更に、
必ずしもストライプ２０の全てが正確に同一の組成物のものである必要はないが、但し、
これは所望により好都合に行われてもよいことに留意されたい。
【００７６】
　有機ポリマー感圧接着剤
　第２の感圧接着剤４０は、定義により１０重量パーセント未満のシリコーン系感圧接着
剤（乾燥重量基準）を含む、有機ポリマー感圧接着剤である。様々な実施形態では、接着
剤４０は、４、２、又は１％未満のシリコーン系接着剤を含んでもよい。多くの実施形態
では、接着剤４０は、ほぼ存在しない（すなわち０．２重量パーセント未満）のシリコー
ン系感圧接着剤を含有するであろう。しかしながら、環境により、接着剤４０は、幾らか
の少量（例えば、２．０、１．０、０．４、０．２、０．１、又は０．０５重量パーセン
ト未満）のシリコーン含有添加剤（例えば、乳化剤、可塑剤、安定剤、湿潤剤など）を含
んでもよいことが理解されるであろう。接着剤４０に感圧特性を付与する以外の幾つかの
目的のために１つ以上のシリコーン含有添加剤（単数又は複数）が存在するかかる環境で
は、接着剤４０はシリコーン系接着剤とは見なされ得ない。
【００７７】
　有機ポリマー感圧接着剤とは、接着剤４０が（任意選択的に、１つ以上の粘着付与樹脂
などの他の成分と組み合わせて）少なくとも１つの有機ポリマーエラストマーをベースと
することを意味する。有機ポリマー接着剤４０は、純粋に炭化水素である有機ポリマーエ
ラストマーをベースとしなくてもよいことが理解されるであろう（但し、これは所望によ
り行われてもよい）。むしろ、ヘテロ原子（Ｏ、Ｎ、Ｃｌなど）の存在は、特定のヘテロ
原子Ｓｉの存在が上記に概説される基準に従って最小化される限り許容される（エラスト
マー鎖の主鎖内及び／又はその側鎖内かを問わない）。
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【００７８】
　第２の感圧接着剤４０における使用に好適であり得る代表的な材料の一般的分類として
は、例えば、天然ゴム、合成ゴム（例えば、ブチルゴム、ニトリルゴム、多硫化物系ゴム
）、ブロックコポリマー、アクリレート及び／又はメタクリレート材料の反応生成物など
をベースとするエラストマーポリマーが挙げられる。（本明細書において使用するとき、
（メタ）アクリレート、メタ（アクリル）などは、アクリル／アクリレートの両方、及び
メタクリル／メタクリレート、モノマー、オリゴマー、及びこれらから誘導されるポリマ
ーを指す）。かかる第２の接着剤４０のエラストマーポリマーへの包含に好適な特定のポ
リマー及び／又はコポリマー及び／又はモノマー単位としては、ポリビニルエーテル、ポ
リイソプレン、ブチルゴム、ポリイソブチレン、ポリクロロプレン、ブタジエン－アクリ
ロニトリルポリマー、スチレン－イソプレン、スチレン－ブチレン、及びスチレン－イソ
プレン－スチレンブロックコポリマー、エチレン－プロピレン－ジエンポリマー、スチレ
ン－ブタジエンポリマー、スチレンポリマー、ポリ－α－オレフィン、非晶質ポリオレフ
ィン、エチレン酢酸ビニル、ポリウレタン、シリコーン－尿素ポリマー、ポリビニルピロ
リドン、並びにこれらの任意の組み合わせ（配合物、コポリマーなど）が挙げられ得るが
、これらに限定されない。好適な（メタ）アクリレート材料の例としては、例えば、メチ
ルメタクリレート、エチルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、メチルアクリレ
ート、エチルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、イソオクチルアクリレート、イソ
ノニルアクリレート、２－エチル－ヘキシルアクリレート、デシルアクリレート、ドデシ
ルアクリレート、ｎ－ブチルアクリレート、ヘキシルアクリレート、オクタデシルアクリ
レート、オクタデシルメタクリレート、アクリル酸、メタクリル酸、アクリロニトリル、
及びこれらの組み合わせなどのアルキルアクリレート又はメタクリレートモノマーのポリ
マーが挙げられる。好適な市販のブロックコポリマーの例は、商品名「ＫＲＡＴＯＮ」で
Ｋｒａｔｏｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ（Ｈｏｕｓｔｏｎ，ＴＸ）から入手可能なものが挙げら
れる。これらの、又は他の好適な材料のいずれかが、任意の所望の組み合わせで使用され
得る。幾つかの有用な有機ポリマー感圧接着剤の一般的な説明は、Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄ
ｉａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ，Ｖｏ
ｌ．１３，Ｗｉｌｅｙ－Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ（Ｎｅｗ　Ｙ
ｏｒｋ，１９８８）に見出すことができる。幾つかの有用な有機ポリマー感圧接着剤の更
なる説明は、Ｅｎｃｙｃｌｏｐｅｄｉａ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎ
ｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，Ｖｏｌ．１，Ｉｎｔｅｒｓｃｉｅｎｃｅ　Ｐｕｂｌｉｓｈｅ
ｒｓ（Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，１９６４）に見出すことができる。
【００７９】
　所望により、粘着付与樹脂が第２の接着剤４０中に含まれてもよい。（当業者は、幾つ
かのエラストマーは自己粘着性である場合があり、したがって添加される粘着付与樹脂を
ほとんど又は全く必要としない場合があることを理解するであろう。）任意の好適な粘着
付与樹脂、又はこれらの組み合わせが使用され得る。好適な粘着付与樹脂としては、例え
ば、樹脂、及びその水素添加誘導体、トール油ロジン、テルペン樹脂、フェノール樹脂、
多環芳香族樹脂、石油系樹脂（例えば、脂肪族Ｃ５オレフィン誘導樹脂）などが挙げられ
る。加えて、感圧接着剤４０は、可塑剤、充填剤、抗酸化剤、安定剤、顔料などを含み得
る。
【００８０】
　例えば、目に見える残留物などの残留物を残すことなく、中程度の力で除去可能であり
ながらも、表面への良好な接着を提供するように感圧接着剤４０の成分を選択することは
、（例えば、マスキング及び／又は伸長剥離使用に関して）好都合な場合がある。ある実
施形態では、感圧接着剤４０は、天然ゴム系であり得、これは、天然ゴムエラストマー又
はエラストマーが、接着剤のエラストマー成分（充填剤、粘着付与剤などを含まない）の
少なくとも約７０重量％を構成することを意味する。幾つかの実施形態では、有機ポリマ
ーエラストマーは、炭化水素ブロックコポリマーエラストマーであってもよい（例えば、
「ＫＲＡＴＯＮ」の商品名でＫｒａｔｏｎ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ，Ｈｏｕｓｔｏｎ，ＴＸか
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ら入手可能な一般的な種類のもの）。特定の実施形態では、ブロックコポリマーエラスト
マーは、例えば、スチレン－ブタジエン－スチレン（ＳＢＳ）又はスチレン－イソプレン
－スチレン（ＳＩＳ）ブロックコポリマー、それら２つの配合物、天然ゴムエラストマー
とこれらのうちの一方又は両方との配合物など（例えば、少なくとも１つの粘着付与樹脂
を伴う）であってもよい。
【００８１】
　上述の種類及びその変形形態のいずれかの有機ポリマー接着剤は、ストライプ４０に形
成されるために任意の好適な形態で提供されてもよい。例えば、かかる接着剤は、剥離ラ
イナー１０上に堆積され得る流動性液体である前駆体液の形態で提供されて、前駆体液の
ストライプを形成してもよく、前記前駆体はその後、その最終形態において有機ポリマー
接着剤に転換され得る。したがって、前駆体流動性液体は、例えば、本明細書に後述され
る通り、例えば、ホットメルトコーティングに好適な１００％固体の混合物、又は水性乳
剤（例えば、ラテックス）、又は１つ以上の好適な溶媒中の溶液であってもよい。更に、
必ずしもストライプ４０の全てが正確に同一の組成物のものである必要はないが、但し、
これは所望により好都合に行われてもよいことに留意されたい。
【００８２】
　剥離ライナー
　剥離ライナー１０は、第１の主表面１１上に剥離表面を備え、前記剥離表面は、そこか
らシリコーン系感圧接着剤を剥離するのに好適である。剥離ライナー１０は、任意に、例
えば、第２の主表面１２上に、そこからシリコーン系感圧接着剤を剥離するのに同様に好
適な剥離表面などの剥離表面を備えてもよい。特定の実施形態では、第２の主表面１２上
の剥離表面は、第１の主表面１１の剥離特性と同じか又は異なる剥離特性を備えてもよい
（後者の場合、ライナー１０はしたがって、当業者によってよく理解されるであろうよう
に、所謂特異的剥離ライナーとなる）。
【００８３】
　剥離表面１１（及び、存在する場合、剥離表面１２）は、任意の好適な材料によって提
供され得る。潜在的に好適な材料の例としては、限定されるものではないが、フッ素化材
料、例えば、フルオロケミカル、フルオロカーボン、フルオロシリコーン、過フッ素化フ
ルオロポリエーテル、過フッ素化ポリウレタン、及びこれらの組み合わせなどが挙げられ
る。特定の実施形態では、フッ素化剥離表面は、フルオロシリコーンポリマーによって提
供される。特に有用なフルオロシリコーン剥離コーティングとしては、例えば、米国特許
第５，０８２，７０６号（Ｔａｎｇｎｅｙ）に説明される、フルオロシリコーンポリマー
、オルガノ水素ポリシロキサン架橋剤、及び白金含有触媒の反応生成物が挙げられ得る。
他の有用なフッ素含有オルガノシリコーン剥離コーティング組成物としては、例えば、フ
ッ素含有有機基とアルケニル基とを有するオルガノポリシロキサン、オルガノ水素シロキ
サン架橋剤、及び白金含有触媒から誘導される剥離コーティング組成物、並びにフッ素含
有有機基とケイ素結合水素基とを有するオルガノポリシロキサン、アルケニル官能性オル
ガノポリシロキサン、及び白金含有触媒から誘導される剥離コーティング組成物が挙げら
れ、それらの例は、米国特許第５，５７８，３８１号（Ｈａｍａｄａ）に説明される。多
くの有用な市販のフルオロシリコーンポリマーが、Ｄｏｗ　Ｃｏｒｎｉｎｇ　Ｃｏｒｐ．
（Ｍｉｄｌａｎｄ，Ｍｉｃｈｉｇａｎ）から、例えば、ＳＹＬ－ＯＦＦ　Ｑ２－７７８６
及びＳＹＬ－ＯＦＦ　Ｑ２－７７８５などの商品名のＳＹＬ－ＯＦＦ及びＳＹＬ－ＯＦＦ
　ＡＤＶＡＮＴＡＧＥシリーズとして入手可能である。フルオロシリコーン剥離コーティ
ングは、米国特許第８，３３４，０３７号（Ｓｈｅｒｉｄａｎ）に更に詳細に説明されて
おり、その全体は参照により本明細書に援用される。
【００８４】
　剥離ライナー１０は、例えば、シート、ウェブ、テープ、及びフィルムを含む、多様な
形態のものであり得る。好適な材料の例としては、例えば、紙（例えば、クラフト紙）、
ポリマーフィルム（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、及びポリエステル）、複合
ライナー、及びこれらの組み合わせが挙げられる。有用な剥離ライナーの１つの例は、フ
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ルオロアルキルシリコーンポリコーティング紙である。剥離ライナーは、任意選択的に、
例えば、線、アートワーク、ブランド印、及び他の情報などを含む、多様なマーク及び印
を含み得る。接着剤層５は、剥離ライナー１０の幅のほぼ全体にわたって提供されること
ができ、又は所望により、接着剤層が存在しない剥離ライナー１０の一方若しくは両方の
縁部に沿って境界が提供されてもよい。
【００８５】
　基材
　基材８０は、接着剤層５を結合するのに望ましい任意の好適な基材であり得る。したが
って、基材８０は、任意の好適な種類のテープ（マスキングテープ、ガムテープ、ストラ
ップテープ、フィラメントテープ、梱包テープ、ダクトテープ、電気テープ、医療用／サ
ージカルテープなど）を製造するのに好適な任意の裏材（すなわち、テープ裏材）であり
得る。裏材８０は、例えば、ポリマーフィルム、紙、厚紙、ストックカード、織及び不織
ウェブ、繊維強化フィルム、発泡体、複合フィルム発泡体、並びにこれらの組み合わせを
含む、任意の好適な形態を取り得る。裏材８０は、例えば、線維、セルロース、セロファ
ン、木、発泡体、及び例えば、ポリオレフィン（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン
、並びにそれらのコポリマー及び配合物）を含む合成ポリマー材料、ビニルコポリマー（
例えば、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル）、オレフィンコポリマー（例えば、エチレン
／メタクリレートコポリマー、エチレン／酢酸ビニルコポリマー、アクリロニトリル－ブ
タジエン－スチレンコポリマーなど）、アクリルポリマー及びコポリマー、並びにポリウ
レタンを含む、任意の好適な材料で構成されてもよい。これらのいずれかの配合物が使用
されてもよい。特定の実施形態では、配向された（例えば、一軸的又は二軸的に配向され
た）材料、例えば、二軸的に配向されたポリプロピレンなどが使用されてもよい。
【００８６】
　幾つかの実施形態では、物品９０は、伸長剥離性物品であってもよい。かかる実施形態
では、裏材８０は、利用される物品の伸長剥離特性を可能にする高伸張性裏材であっても
よい。本明細書で用いられる用語「高伸張性」は、裏材８０がその長軸に沿って伸長され
るときに、少なくとも約１５０％の伸長が、裏材８０の断裂又は破断を伴わずに達成され
ることを意味する。かかる実施形態では、裏材８０は、例えば、約３５０、５５０、又は
７５０％の伸長を達成することが可能であってもよい。
【００８７】
　好適な高伸張性裏材としては、例えば、発泡体の単層、発泡体の多層、フィルムの単層
、フィルムの多層、及びこれらの組み合わせが挙げられ得る。かかる材料は、形状適合性
及び弾力性などの特性を最適化するように選択することができ、それら特性は、物品が、
例えば、塗装された乾燥した壁などの表面不規則性を有する表面に接着されるときに有用
である。かかる発泡体又はフィルム層は、例えば、ポリオレフィン、ビニルポリマー及び
／又はコポリマー、オレフィンコポリマー、アクリルポリマー及びコポリマー、ポリウレ
タンなどを含む、多様な熱可塑性ポリマーから調製されてもよい。伸長剥離物品のための
裏材は、米国特許第８，３４４，０３７号（Ｓｈｅｒｉｄａｎ）に更に詳細に説明される
。裏材８０は、例えば、約２０ミクロン～約１ｍｍを含む、任意の好適な厚さを備えても
よい。裏材８０が、例えば、伸長剥離物品のための高伸張性発泡体である特定の場合では
、裏材８０は、裏材８０が、例えば、ガムテープ用途のための、例えば、二軸的に配向さ
れたポリプロピレンである場合よりも好適に厚くてもよい（例えば、０．５ｍｍなど）。
裏材８０への層５の接着を改善するために、裏材８０の主表面は、裏材８０の前記表面上
に接着剤層５を配置する前に予め処理され得る。好適な処理の例としては、コロナ放電、
プラズマ放電、火炎処理、電子線照射、紫外線照射、酸エッチング、化学的プライマー処
理、及びこれらの組み合わせが挙げられる。
【００８８】
　前述の通り、幾つかの実施形態では、裏材８０が比較的厚く、形状適合性のポリマー発
泡体を含むことは、特に有利であり得る。具体的には、かかるポリマー発泡体は、最大で
例えば、２０、４０、６０、又は８０ミクロン以上厚さが異なる場合があり、また例えば
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、約０．５～約４ｍｍの幅を備える場合がある接着剤のストライプに局所的に形状適合し
得るように、十分な厚さ及び形状適合性を備えてもよい。（比較的薄い第１の接着剤のス
トライプ２０と比較的厚い第２の接着剤ストライプ４０とを備える接着剤層５が、比較的
厚く形状適合性であるポリマー発泡体基材８０に積層化される構築物は、図９の代表的な
実施形態に示される。）特定の実施形態では、かかる基材８０は、基材の第１の表面８１
が、厚さが不一致のストライプに十分に適合することができ、一方、基材の第２の反対側
に面した表面８２がほぼ平面的に保たれ得るように、十分に厚く、局所的に形状適合性で
あり得る（図９に例証される通り）。様々な実施形態では、裏材８０は、少なくとも約０
．２、０．４、０．８、又は１．２ｍｍの厚さを有するポリマー発泡体を含んでもよい。
更なる実施形態では、かかるポリマー発泡体は、最大で約８、４、又は２ｍｍの厚さを備
えてもよい。様々な実施形態では、かかるポリマー発泡体は、１立方フィート当り少なく
とも約１、２、４、又は６ポンド（１リットル当たり１６、３２、６４、又は９６グラム
）の密度を備えてもよい。更なる実施形態では、かかるポリマー発泡体は、１立方フィー
ト当り最大で約３０、２０、又は１０ポンド（１リットル当たり４８１、３２０、又は１
６０グラム）の密度を備えてもよい。接着剤層５が結合される発泡体裏材の表面上にポリ
マーフィルムが存在する（例えば、積層化される）場合、かかるフィルムは、多層裏材が
ストライプに形状適合することを可能にするように有利に薄く、形状適合性であってもよ
い。
【００８９】
　多くの場合、本明細書に説明される裏材８０を使用することが好都合であり得るが、幾
つかの実施形態では、接着剤層５は、例えば、高伸張性裏材に積層化されることなく、伸
長剥離物品として使用されてもよい。かかる場合では、接着剤層５は、例えば、他の有用
な特性を取り扱いかつ提供するのに十分に厚くてもよい。したがって、かかる実施形態で
は、接着剤層５は、少なくとも約５、１０、１５、又は２０ミル（０．１、０．３、０．
３８、０．５ミリメートル）～約１００、８０、６０、又は４０ミル（３、２、２、１ミ
リメートル）の平均厚さを備えてもよい。かかる実施形態では、接着剤層５は勿論、取り
扱いのために十分な機械的完全性を備えているべきである。したがって、少なくとも幾つ
かのかかる実施形態では、ストライプ２０及び４０は、その間に間隙を有するよりもむし
ろ互いに接触していてもよく、また全体として十分な機械的完全性を有する接着剤層５を
提供するために、互いに隣接するストライプの十分な結合を備えるべきである。
【００９０】
　製造方法
　第１の接着剤２０及び第２の接着剤４０のストライプは、例えば、本明細書に開示され
るストライプの許容可能な形成を可能にする任意の方法によって、剥離ライナー１０の主
表面１１上に堆積することができる。すなわち、第１の接着剤２０に対する前駆体、及び
第２の接着剤４０に対する前駆体は、任意の好適な形態の流動性液体として剥離ライナー
１０上に各々堆積することができる。例えば、かかる流動性液体は、１００％固体組成物
（例えば、ホットメルトコーティング組成物）であってもよく、それは堆積された後、例
えば、所望の接着特性を最終製品に付与するような官能基の反応（例えば、架橋、重合、
オリゴマー化など）が続く。又は、かかる流動性液体は、水性コーティング（例えば、ラ
テックス又は乳剤）であってもよく、それは堆積された後、例えば、乾燥させて水を除去
し、又は必要に応じて任意の反応／架橋が続く。特定の実施形態では、第１の接着剤２０
及び第２の接着剤４０は、溶媒コーティングされてもよく、すなわち、各接着剤は、適切
な溶媒（又は溶媒混合物）中に可溶化されて、コーティング溶液を形成してもよく、それ
は剥離ライナー１０上にコーティングされた後、溶媒（単数又は複数）が除去され、必要
に応じて任意の反応／架橋などが続く。換言すれば、各接着剤のコーティング溶液は、任
意の他の所望の添加剤又は成分と共に、前記成分を適切に可溶化し得る１つ以上の溶媒を
用いて、溶液中にエラストマー（単数又は複数）（及び、存在する場合は粘着付与剤（単
数又は複数））を溶解することによって形成されてもよい。かかる実施形態では、第１及
び第２の接着剤のための前駆体流動性液体は、定義により、１００％固体組成物（例えば
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、ホットメルトコーティング可能及び／又は押出可能組成物）でなくてもよく、また得ら
れる物品は、例えば、ホットメルトコーティングされた層又は押出された層というよりむ
しろ、溶媒コーティングされた接着剤層を備える。
【００９１】
　接着剤の各ストライプは、前駆体流動性液体（例えば、コーティング溶液）をコーティ
ングダイ内の開口部を通して剥離ライナー１０の移動表面１１上に吐出することによって
、形成され得る。例えば、第１の接着剤２０の複数のストライプは、第１のコーティング
溶液を、ダイの複数の横方向に離間した開口部を通して同時に吐出することによって得る
ことができ、それは、例えば、１つ以上のシムがその中に提供されるスロットダイを使用
してスロットの一部分を閉鎖し、コーティング溶液がそこを通って通過するために、スロ
ットの他の部分は開放したままにすることによって達成されてもよい。同じことが、第２
の接着剤４０に関しても行われ得る（その結果、第１の液体の流れ及び第２の液体の流れ
は、様々な開口部から同時に吐出され、またその結果、両液体の流れは、基材の表面上に
本質的に同時に到達する）。第１の接着剤２０及び第２の接着剤４０の概ね交互のストラ
イプは、上述の一般的なアプローチの変形形態によって達成されてもよい。例えば、第１
及び第２のコーティング溶液が（例えば、第１及び第２の別個の分枝管から）二重層スロ
ットダイに供給されるアプローチが、各溶液が横方向に離間した開口部を有するシムを通
過する配置で使用されてもよく、それは、その接着剤のストライプの名目上の厚さ、横方
向幅、及び横方向ピッチ（中心から中心までの距離）を決定する。これらの２つのシムは
、２つの接着剤のストライプが所望される通り概ね交互であるように、互いに対して位置
合わせされ得る。かかる配置は、例えば、Ｋｏへの米国特許出願公開第２００９／０１６
２５９５号に説明される。
【００９２】
　これは、単に１つの例であり、移動剥離ライナー１０の表面１１上に、ダイを通して前
駆体流動性液体（例えば、コーティング溶液）を送達して、第１及び第２の接着剤の概ね
交互のストライプを形成する、この一般的なアプローチの多数の可能な変形形態が存在す
ることが理解されるであろう。概して、幾つかのかかるプロセスは、コーティングダイが
剥離ライナー１０から比較的離れて位置付けられる構成を含んでもよい（例えば、所謂、
押出コーティング又はカーテンコーティング）。幾つかのかかるプロセスは、Ｇｒｕｅｎ
ｅｗａｌｄに対する米国特許出願公開第２００２／０１０８５６４号に開示される通り、
例えば、多数のオリフィスのドロップダイなどの、例えば、ドロップダイを使用してもよ
い。又は、幾つかのかかるプロセスは、コーティングダイが剥離ライナー１０に近接して
位置付けられる状況を含んでもよい（例えば、所謂、接触コーティング）。前述の通り、
二重層スロットダイが使用されてもよく、そこでは、２つのシム（互いに位置合わせされ
る）が、コーティングされる２つの液体の流れをそれぞれ制御するために使用される。又
は、一組のシムは、（例えば、Ｋｏに対する米国特許出願公開第２００９／０１６２５９
５号に述べられる様式で）単一の均一な部品に一緒に一体化されてもよい。また更には、
シム及び／又は流れの経路は、例えば、同様にＫｏによって述べられている通り、ダイ内
に機械加工されて、ダイ自体の一部として一体化されてもよい。流れが吐出される開口部
の寸法、様々な流れの流速などは、様々な流れを所望の厚さで堆積させて、結果として得
られる接着剤の層の任意の所望の厚さが達成されるように操作され得る。同様に、開口部
の定置及び寸法は、所望により、結果として得られる接着剤のストライプのうちの少なく
とも幾つかの間に接着剤を含まない間隙を提供するように操作され得る。
【００９３】
　幾つかの実施形態では、前駆体流動性液体（例えば、コーティング溶液）の堆積された
ストライプは、溶媒の顕著な蒸発及び／又はコーティング材料の凝固が生じる前に、例え
ばＬｏｕｋｕｓａに対する米国特許第６，８０３，０７６号に説明されるものに類似した
様式で、剥離ライナー１０と厚さを制御した部材との間の厚さを制御した間隙を通過して
もよい。かかる配置は、例えば、ストライプのうちの少なくとも幾つかの厚さを低減する
ため、個々のストライプの厚さの変動を最小化するため、及び／若しくは異なるストライ
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プの厚さの間の変動を低減するため、又は任意の有用な様式でストライプのいずれかの厚
さを一般的に制御若しくは修正するために使用されてもよい。かかるプロセスはまた、例
えば、ストライプのうちの１つ以上の横方向の広がりを促進するためなどに使用されても
よい。かかる厚さを制御した部材は、例えば、ロッド、ナイフ、ローラ、刃、又は（例え
ば、ダイ開口部から剥離ライナー１０の経路に沿ってダウンウェブに位置付けられる）ダ
イリップなどであってもよい。幾つかの実施形態では、流体を移動させることは、例えば
、コーティングダイのダウンウェブに位置付けられたエアナイフの使用によるものと同様
の効果を、堆積されたストライプに与えることがある。他の実施形態では、かかる厚さを
制御された間隙を通る堆積されたストライプの通過、及び／又はエアナイフの使用は発生
しなくてもよい。
【００９４】
　上述の動作は、コーティングダイを通過する剥離ライナー１０の単一の通過で、剥離ラ
イナー１０上に第１及び第２の接着剤２０及び４０のストライプのうちの全てを同時に堆
積させることによって、好都合に行われてもよい。かかる同時コーティング動作は、例え
ば、１つの接着剤の１つ以上のストライプ又は層が第１の通過で堆積され、第２の接着剤
の１つ以上のストライプ又は層が第２の通過で堆積されるコーティング動作とは区別され
得る。それらはまた、例えば、２つの異なる接着剤の（例えば、ストライプ又は層の）非
同時（順次的）コーティングとも、例え、かかる順次的なコーティングが同じコーティン
グライン上にてインラインで実施されたとしても、区別され得る。
【００９５】
　前駆体流動性液体（例えば、コーティング溶液）が移動する剥離ライナー１０の表面１
１に送達される特定の様式にかかわらず、任意のかかるアプローチでは、各前駆体液は、
剥離ライナー１０の移動の方向に伸長されたストライプとして、剥離ライナー１０の表面
１１上に堆積（コーティング）される。次に、溶媒（単数又は複数）は、（例えば、剥離
ライナー１０を、オーブンを通過させることによって）除去されて、最終的な所望の厚さ
、幅、ピッチなどの伸長されたストライプとして、各乾燥した接着剤組成物を残す。勿論
、任意の反応性／官能性成分が前駆体液中に存在する場合、それらは、コーティング溶媒
又は水の除去によって発生する凝固の代わりに、又はそれに加えて、のいずれかで、反応
、重合などをして最終的な所望の製品を提供してもよい。かかる反応は、例えば、温度、
放射照射、又は任意の一般的に使用される方法によって促進されてもよい。
【００９６】
　凝固（例えば、乾燥及び／又は硬化）プロセスにおける様々なパラメータは、所望によ
り有用に制御され得ることが理解されるであろう。具体的には、比較的低粘度条件での前
駆体流動性液体の滞留時間は、横方向に隣接する前駆体ストライプの側縁部による前駆体
ストライプの横方向置換の存在及び／又は量を促進（及び／又は制限）するように、制御
されてもよい。（上述の考察に基づいて、これは、結果として得られる接着剤層における
シリコーン富化の度合いを有利に操作することを可能にし得ることが理解されるであろう
。）したがって、例えば、コーティングダイから任意の乾燥オーブンまでの距離、剥離ラ
イナーが移動する速度、オーブンの温度などは、全て所望により制御され得る。
【００９７】
　液体コーティングは、本明細書に説明されるシリコーン富化において有用な役割を果た
すこと（すなわち、バルク接着剤中に存在するものよりも高い、剥離ライナー表面に接す
るシリコーン系接着剤の面積分率を提供する能力）が見出されている。当業者に周知の通
り、例えば、フルオロシリコーンなどのフッ素化表面は、表面エネルギーが極めて低い（
すなわち、それらは１０代の、又は更には１桁のダイン／ｃｍであり得る表面エネルギー
を示し得る。）したがって、かかる表面は、特に比較的高い表面エネルギーを有する液体
（例えば、高表面エネルギーを付与する極性基を含む液体）によって、湿潤することが困
難であると予期される。
【００９８】
　本明細書の実施例に実証される通り、一般的な有機ポリマー接着剤４０は、極めて非極
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性のコーティング溶液によって（例えば、トルエンなどによって）コーティングされ得る
。対照的に、シリコーン系接着剤２０、特に、極性部分（例えば、尿素結合、ポリオキサ
ミド結合など）を含むものは、多くの場合、大幅により極性であるコーティング溶液によ
ってコーティングされる（例えば、代表的なシリコーン－ポリ尿素材料に関して、イソプ
ロピルアルコールとトルエンとの混合物、及び代表的なシリコーン－ポリオキサミド材料
に関して、イソプロピルアルコールと酢酸エチルとトルエンとの混合物）。したがって、
比較的非極性のコーティング溶液（例えば、トルエンを有一の溶媒として含む）は、相当
量の、例えば、イソプロピルアルコール及び／又は酢酸エチルを含むコーティング溶液と
比較して、剥離ライナー１０のフルオロシリコーン表面１１のような」低エネルギー表面
をより良く湿潤させることが可能であろうと予想されるであろう。しかしながら、本明細
書の実施例に実証される通り、本発明者らは、剥離ライナーのフルオロシリコーン表面に
おいて、シリコーン系接着剤２０の富化を一貫して得ることが可能であった。これは、シ
リコーン系接着剤のコーティング溶液は、有機ポリマー接着剤の表面エネルギーよりも高
い表面エネルギーを有するべきであるにもかかわらず、シリコーン接着剤のコーティング
溶液が、フルオロシリコーン剥離ライナーの表面上で有機ポリマー接着剤のコーティング
溶液を優先的に置き換え得ることを示している。これらの要因に基づき、本明細書に説明
されるシリコーン富化は、当業者には予期せぬものであろう。
【００９９】
　シリコーン系接着剤コーティング溶液による有機ポリマー接着剤コーティング溶液の任
意のかかる置き換えのうちの少なくとも幾つかは、プロセスの後半の段階、例えば、溶媒
（単数又は複数）のうちの著しい部分が対応するコーティング溶液から除去された後に、
発生し得ることが留意されるべきである。したがって、シリコーン系接着剤自体のより低
い表面エネルギーは、（有機ポリマー接着剤と比較して）役立ち得ることが推測され得る
。しかしながら（恐らくは、尿素又はオキサミド結合などの、高表面エネルギーを付与す
る極性部分のシリコーン接着剤中の存在が、例えば、シリコーン接着剤のポリシロキサン
部分の低表面エネルギーを幾らか相殺し得る効果のため）、かかる極性部分を備える代表
的なシリコーン系接着剤の表面エネルギーは、代表的な有機ポリマー接着剤の表面エネル
ギーよりも顕著に低いことは見出されていない。具体的には、３４ダイン／ｃｍの範囲内
の表面エネルギーが、代表的なシリコーン系接着剤に関して見出されており、それに対し
て、代表的な有機ポリマー接着剤に関しては３９ダイン／ｃｍの範囲内である（このどち
らも、典型的なフルオロシリコーン表面の表面エネルギーを大きく上回る）。
【０１００】
　したがって、本明細書に説明され、多数の実施例において実証されるシリコーン表面富
化は、様々な接着剤自体及び／若しくはそれらの前駆体コーティング溶液の特性、又はフ
ッ素化剥離ライナーの特性からは予想されないであろう驚くべき結果を残した。これは、
例えば、当業者によって慣例的に実施されるダイコーティング動作の既知の挙動に基づい
ても、予想されないであろう。
【０１０１】
　コーティング／凝固プロセスが完了すると（すなわち、接着剤２０及び４０のストライ
プがその最終形態となり、剥離ライナー１０の主表面１１上に接着剤層５を集合的に備え
るとき）、その上に接着剤層５を担持する剥離ライナー１０は、例えば、更なるプロセス
の準備が整うまで、連続的なロールとして巻かれ、保管されてもよい。かかる場合では、
剥離ライナー１０は、ロールが所望されるように巻き出されることを確実にするために、
例えば、フルオロシリコーン剥離コーティングなどの剥離コーティングを表面１２上に含
んでもよい。又は、その上に接着剤層５を担持する剥離ライナー１０は、所望により、巻
かれる及び／又は保管されることなく、更に処理され得る。いずれの場合においても、幾
つかの実施形態では、接着剤層５は、例えば、感圧接着剤テープを形成するための基材８
０に接着結合（例えば、積層化）され得る。幾つかの実施形態では、かかる接着テープは
、片面（側）テープであり得る。他の実施形態では、第２の接着剤層１１５（及び所望に
より第２の剥離ライナー１１０）は、基材８０の反対側に積層化されて、両面接着テープ
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を形成し得る。所望により、基材８０は、形成されるテープ（片面か両面かにかかわらず
）が伸長剥離性接着テープとして機能し得るように、高伸張性であり得る。
【０１０２】
　本明細書の考察は、例えば、建築構成材の取り付け面（例えば、塗装された表面）への
接着剤層５の結合に焦点を置いているが、接着剤層５は、所望される任意の表面に結合さ
れてもよいことが理解されるであろう。接着剤層５は、比較的高い親水性を備える取り付
け面（例えば、ガラス、セラミック、など）及び／又は高い湿度に供される環境にある表
面（例えば、化粧室、台所など）に特に好適であることができる。接着剤層に関する様々
な使用は、米国特許第８３３４０３７号（Ｓｈｅｒｉｄａｎ）に更に詳細に考察されてい
る。
【０１０３】
　代表的な実施形態のリスト
　実施形態１．その第１の主表面上にフルオロシリコーン剥離表面を備える第１の剥離ラ
イナーと、前記離ライナーの前記第１の主表面上に配置され、前記剥離ライナーの横方向
範囲にわたって概ね交互のパターンで配置される第１の感圧接着剤及び第２の感圧接着剤
の複数のストライプを備える主要接着剤層と、を備え、前記第１の感圧接着剤は、それぞ
れが少なくとも１つの極性部分を備えるハードセグメントを備えるシリコーンブロックコ
ポリマーエラストマーを備えるシリコーン系感圧接着剤であり、前記第２の感圧接着剤は
、有機ポリマー感圧接着剤であり、前記第１の感圧接着剤は、前記主要接着剤層のうちで
１１％より大きく約８０％までの体積分率を与え、前記主要接着剤層は、３００００分よ
り大きい高湿度下の静的せん断試験結果を示す、物品。
【０１０４】
　実施形態２．前記シリコーンブロックコポリマーエラストマーが、尿素系シリコーンブ
ロックコポリマー、オキサミド系シリコーンブロックコポリマー、アミド系シリコーンブ
ロックコポリマー、及びウレタン系シリコーンブロックコポリマー、並びにそれらの混合
物及び配合物から成る群から選択される、実施形態１に記載の物品。
【０１０５】
　実施形態３．前記シリコーン系感圧接着剤が、官能性ＭＱ粘着付与樹脂を更に含む、実
施形態１又は２のいずれかに記載の物品。
【０１０６】
　実施形態４．前記有機ポリマー感圧接着剤が、スチレンブロックコポリマーエラストマ
ー、天然ゴムエラストマー、（メタ）アクリレートエラストマー、並びにそれらの混合物
及び配合物から成る群から選択される有機エラストマーを含む、実施形態１～３のいずれ
かに記載の物品。
【０１０７】
　実施形態５．前記複数のストライプのうちの少なくとも選択されたストライプがそれぞ
れ、前記第１の剥離ライナーの前記フルオロシリコーン剥離表面と接触している第１の主
表面を備え、かつ前記複数のストライプのうちの少なくとも選択されたストライプがそれ
ぞれ、テープ裏材の第１の主面に接着結合され、反対側に面した第２の主表面を備える、
実施形態１～４のいずれかに記載の物品。
【０１０８】
　実施形態６．前記第１の感圧接着剤の前記ストライプのうちの少なくとも幾つかが、前
記第１の剥離ライナーの前記フルオロシリコーン剥離表面と接触している第１の主表面と
、テープ裏材の第１の主面に接着結合される、反対側に面した第２の主表面とを備える、
実施形態１～５のいずれかに記載の物品。
【０１０９】
　実施形態７．前記テープ裏材が、高伸張性裏材であり、前記テープ裏材及び前記主要接
着剤層が集合して、伸長剥離性接着テープの全長を提供する、実施形態１～６のいずれか
に記載の物品。
【０１１０】
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　実施形態８．伸長剥離性接着テープの前記長さが、前記伸長剥離性接着テープの伸長剥
離活性化軸である長軸を備え、かつ前記複数のストライプのうちの少なくとも選択された
ストライプがそれぞれ、前記伸長剥離性接着テープの前記伸長剥離活性化軸に少なくとも
概ね垂直に配向されている長軸を各々備える、実施形態７に記載の物品。
【０１１１】
　実施形態９．少なくとも選択されたストライプの第１の主表面が、前記第１の剥離ライ
ナーの除去時に、建築構成材の表面に感圧接着結合されるように構成されている、実施形
態１～８のいずれかに記載の物品。
【０１１２】
　実施形態１０．前記テープ裏材の前記第１の主面の反対側に面する前記テープ裏材の第
２の主面上に配置された二次接着剤層を更に備え、前記テープ裏材並びに前記主要接着剤
層及び二次接着剤層は集合して、両面接着テープを提供する、実施形態１～９のいずれか
に記載の物品。
【０１１３】
　実施形態１１．前記二次接着剤層と接触して配置される二次剥離ライナーを更に備え、
かつ前記第１の剥離ライナーの可視表面は、前記第１の剥離ライナーが、前記第１の剥離
ライナーの除去に際して建築構成材の表面に結合されるように構成されている前記両面接
着テープの前記主面上に配置されていることを示す目印を備える、実施形態１０の物品。
【０１１４】
　実施形態１２．前記第１の感圧接着剤及び前記第２の感圧接着剤の横方向に隣接するス
トライプのうちの少なくとも選択された対が、前記対の前記第１の感圧接着剤のストライ
プと前記対の前記第２の感圧接着剤のストライプとの間に間隙を各々備え、前記間隙は、
いずれの感圧接着剤にも接触していない露出したフルオロシリコーン剥離表面を備える、
実施形態１～１１のいずれかに記載の物品。
【０１１５】
　実施形態１３．前記第１の感圧接着剤及び前記第２の感圧接着剤の横方向に隣接するス
トライプのうちの少なくとも選択された対がそれぞれ、前記対の前記第１の感圧接着剤の
ストライプの側縁部の小表面（ｍｉｎｏｒ　ｓｕｒｆａｃｅ）を備え、前記対の前記第１
の感圧接着剤のストライプは、前記対の前記第２の感圧接着剤のストライプの側縁部の小
表面と概ね側面接触している、実施形態１～１２のいずれかに記載の物品。
【０１１６】
　実施形態１４．前記第１の感圧接着剤及び前記第２の感圧接着剤の横方向に隣接するス
トライプのうちの少なくとも選択された対はそれぞれ、前記対の前記第１の感圧接着剤ス
トライプの側縁部分が、前記フルオロシリコーン剥離表面と接触している第１の主表面を
備えるように、かつ前記側縁部分が、前記対の前記第２の感圧接着剤ストライプの側縁部
分の主表面と接触し概ね反対側に面している第２の主表面を更に備えるように、各々構成
され、前記第１の感圧接着剤ストライプの前記側縁部分は、前記第２の感圧接着剤ストラ
イプの前記側縁部分の下の内側に存在する、実施形態１～１３のいずれかに記載の物品。
【０１１７】
　実施形態１５．前記第１の感圧接着剤ストライプが、前記第１の感圧接着剤ストライプ
の前記第１の主表面の概ね反対に面する第２の主表面を有する左右中心部分を備え、前記
第１の感圧接着剤ストライプの前記左右中心部分の前記第２の主表面は、前記第２の感圧
接着剤ストライプとは接触していない、実施形態１４に記載の物品。
【０１１８】
　実施形態１６．前記第１の感圧接着剤ストライプの前記側縁部分の少なくとも一部が、
前記第１の感圧接着剤ストライプの前記左右中心部分の平均厚さの約２０％未満である厚
さを備える、実施形態１５に記載の物品。
【０１１９】
　実施形態１７．前記第１の感圧接着剤ストライプの前記側縁部分が、前記第１の感圧接
着剤ストライプの前記左右中心部分の平均横方向幅の少なくとも２０％である平均横方向
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幅を備える、実施形態１５～１６のいずれかの物品。
【０１２０】
　実施形態１８．前記第１の感圧接着剤が、前記主要接着剤層の前記第１の剥離ライナー
に面した表面の剥離ライナー側面積分率を提供し、また前記第１の剥離ライナーとは反対
側である前記主要接着剤層の前記表面上に反対側面積分率を提供し、前記主要接着剤層は
、前記第１の感圧接着剤の前記剥離ライナー側面積分率の前記第１の感圧接着剤の前記反
対側面積分率に対する比であるシリコーン表面富化係数を示し、前記シリコーン表面富化
比は、少なくとも約１．２である、実施形態１～１７のいずれかに記載の物品。
【０１２１】
　実施形態１９．前記シリコーン表面富化比が、少なくとも約１．６である、実施形態１
８に記載の物品。
【０１２２】
　実施形態２０．前記第１の感圧接着剤が、約１３％～約７０％である前記主要接着剤層
の体積分率を提供する、実施形態１～１９のいずれかに記載の物品。
【０１２３】
　実施形態２１．前記第１の感圧接着剤が、約１５％～約６０％である前記主要接着剤層
の体積分率を提供する、実施形態１～２０のいずれかに記載の物品。
【０１２４】
　実施形態２２．前記第１の感圧接着剤が、前記第１の剥離ライナーとは反対側である前
記主要接着剤層の表面上に、約２０％より大きく約７０％までの総面積分率を提供する、
実施形態１～２１のいずれかに記載の物品。
【０１２５】
　実施形態２３．前記第１の感圧接着剤が、前記第１の剥離ライナーとは反対側である前
記主要接着剤層の表面上に、約２０％より大きく約６０％までの総面積分率を提供する、
実施形態１～２２のいずれかに記載の物品。
【０１２６】
　実施形態２４．前記第１の感圧接着剤が、前記第１の剥離ライナーとは反対側である前
記主要接着剤層の表面上に、約２５％～約５０％の総面積分率を提供する、実施形態１～
２３のいずれかに記載の物品。
【０１２７】
　実施形態２５．前記主要接着剤層が、約２０％～約５０％の間隙面積分率を備える、実
施形態１～２４のいずれかに記載の物品。
【０１２８】
　実施形態２６．第１の感圧接着剤の第１の前駆体コーティング溶液をコーティングダイ
内の複数の横方向に離間している開口部の第１のセットを通して、第２の感圧接着剤の第
２の前駆体コーティング溶液を同じコーティングダイ内の複数の横方向に離間している開
口部の第２のセットを通同時に吐出する工程であって、前記第１のセットの前記開口部及
び前記第２のセットの前記開口部は、前記第１の前駆体液及び第２の前駆体液の概ね交互
の流れがダイから吐出され、前記コーティングダイを連続的に通過して移動している剥離
ライナーのフルオロシリコーン剥離表面上に堆積されるように、互いに概ね交互のパター
ンで配置されている、工程と、前記堆積された第１の前駆体コーティング液及び第２の前
駆体コーティング溶液から溶媒を除去して、前記第１の前駆体コーティング溶液を前記第
１の感圧接着剤状態に凝固させ、前記第２の前駆体コーティング溶液を前記第２の感圧接
着剤状態に凝固させ、それによって、前記剥離ライナー上に前記第１及び第２の感圧接着
剤の概ね交互のストライプを形成する工程であって、前記第１の感圧接着剤は、少なくと
も１つの極性部分を各々備えるハードセグメントを備えるシリコーンブロックコポリマー
エラストマーを含む、シリコーン系感圧接着剤であり、前記第２の感圧接着剤は、有機ポ
リマー感圧接着剤である、工程と、を含む、物品の製造方法。
【０１２９】
　実施形態２７．前記第１の感圧接着剤及び第２の感圧接着剤の前記概ね交互のストライ
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プの、前記フルオロシリコーン剥離ライナーと反対側に面した主表面を、高伸張性テープ
裏材に接触させる工程と、前記第１の感圧接着剤及び第２の感圧接着剤の前記ストライプ
を前記高伸張性テープ裏材に結合させて、伸長剥離性テープ物品を形成する工程と、を更
に含む、実施形態２６に記載の方法。
【０１３０】
　実施形態２８．実施形態２６～２７のいずれかの方法によって製造される、実施形態１
～２５のいずれかに記載の物品。
【実施例】
【０１３１】
　試験手順
　実施例において使用される試験手順は、以下のものを含む。
【０１３２】
　ストライプパラメータの測定
　ストライプの厚さ測定を実施するために、試料を無作為の場所において鋭利な剃刀を用
いて切断し、Ｏｌｙｍｐｕｓ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅによって厚さを光
学的に決定した。全ての測定は、ミル（ミリメートル）（千分の１インチ（０．００２５
センチメートル））で記録した。
【０１３３】
　ストライプ幅、ストライプピッチ（中心から中心までの距離）、及び間隙幅（すなわち
、異なる組成物の任意の２つの隣り合うストライプの最近縁部間、又は同一の組成物の任
意の２つの隣り合う副ストライプの最近縁部間の距離）を、Ｏｌｙｍｐｕｓ　Ｏｐｔｉｃ
ａｌ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅを使用して測定した。少なくとも３つの測定を、試料上の無
作為な場所にて行い平均値をとった。より詳細には、その間に間隙を有するストライプの
幅は（例えば、図１の代表的な描写に類似のもの）、容易に測定され得た。互いに接触し
ている側縁部を有するが、顕著なシリコーン富化を示さないストライプ（例えば、図５の
代表的な描写に類似のストライプ）の幅も、隣接する幅間の境界面が容易に特定され得る
ため、容易に測定され得た。更には、基材側シリコーン富化が発生している試料（例えば
、図６の代表的な描写に類似のもの）に関しても、光学検査によって基材側と反対側との
ストライプの幅を得ることが通常可能であった。すなわち、逆光で照らし出された試料に
関して、接着剤の２つの接着剤ストライプの横方向部分が重なり合う面積（すなわち、図
６に示される面積ｗｌｅ）は、典型的には、各接着剤の比較的透明なストライプと比較し
て、少なくとも僅かな不透明又は白化を示した（２つの接着剤間の僅かな界面の効果によ
って生じると考えられた）。したがって、例えば、第１の接着剤２０の、任意の所与のス
トライプに関して、光学検査により通常的に、ストライプのライナー側幅（Ｗｌｃ＋ｗｌ

ｅ＋ｗｌｅに対応する）と、また同様にストライプの反対側の幅（Ｗｌｃに対応する）と
が得られた。
【０１３４】
　前述の通り、ストライプの反対側の幅は通常、ストライプのその表面の光学検査によっ
て測定され、すなわち、図１に示される通り、それは通常Ｗｌｃに対応した。但し、（図
８の代表的な実施形態に例証される通り）僅かな表面富化がストライプの反対側に存在す
る場合は例外であった。かかる場合では、ストライプの最小幅（図８に両矢印によって表
される）を、反対側の幅Ｗｌｃとして使用した。かかる最小幅は、例えば、ストライプ厚
さを取得するために上述したものと同様の様式で断面試料を切断することによって、取得
することができた。
【０１３５】
　面積分率及び体積分率
　本明細書に説明される様々な面積分率は、ストライプ（及び、存在する場合は間隙）の
平均幅から直接算出され得た。特定の例として、様々なストライプ間及び副ストライプ間
に間隙を含む２０／（４０／４０）．．．のパターンにおいて、かかる算出は、１つの２
０ストライプ、２つの４０ストライプ、及び３つの間隙の面積寄与を考慮することになる
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。本明細書に詳細に前述した通り、接着剤の総面積分率パラメータは、存在する任意の間
隙の効果を含み、一方、接着剤のみの面積分率は、間隙の有無に関係なく、接着剤のみを
基準とした第１及び第２の接着剤の相対的な面積比を示した。（間隙が全く存在しない設
計では、「接着剤のみの」及び「総」面積分率は互いにほぼ等しく、すなわち、かかる場
合、それらは互いに同等であると考えられ得る。）シリコーン富化を有する接着剤層（例
えば、図６～７に示される一般的な種類のもの）に関しては、上述の通りにライナー側の
ストライプ幅及び反対側のストライプ幅を取得することができ、その後それらを使用して
ライナー側及び反対側の面積分率を算出することができた。（間隙が全く存在しないため
、各かかる面積分率は、接着剤のみの面積分率及び総面積分率と同等に考えることができ
た。）
【０１３６】
　体積分率も、接着剤のストライプ（及びそれらの間の任意の間隙）の厚さを更に考慮す
ることによって、ストライプ（及び存在する場合、間隙）の平均幅から直接算出され得た
。前述の通り、異なる厚さの隣り合うストライプの間に位置する間隙は、算出の目的のた
め、隣り合うストライプの厚さ間の中間の厚さを有すると仮定した。シリコーン富化が存
在する試料の体積分率（表３及び４）は、ライナー側の既知のシリコーン富化に基づいて
適用される＋５％の補正因子を伴って、対応するストライプの反対側の幅／面積に基づい
て算出した。これらの体積分率は、適切に表３及び４に記される。
【０１３７】
　高湿／静的せん断試験方法
　乾燥壁パネル基材（例えば、Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　Ｃｏ，Ｍｅｔｚｇｅｒ　Ｂｕｉｌｄ
ｉｎｇ，Ｓｔ．Ｐａｕｌ，ＭＮから入手した）を、Ｂｅｈｒ　Ｐｒｅｍｉｕｍ　Ｐｌｕｓ
　Ｕｌｔｒａ　Ｉｎｔｅｒｉｏｒ　Ｆｌａｔ（色：Ｅｇｙｐｔｉａｎ　Ｎｉｌｅ）又はＳ
ｈｅｒｗｉｎ－Ｗｉｌｌｉａｍｓ　Ｄｕｒａｔｉｏｎ　Ｉｎｔｅｒｉｏｒ　Ａｃｒｙｌｉ
ｃ　Ｌａｔｅｘ　Ｍａｔｔｅ（色：Ｂｅｎ　Ｂｏｎｅ）で塗装した。これらの塗料は、所
謂、代表的な建築塗料であると考えられ、本明細書の他の箇所に説明されるかかる塗料に
関する基準を満たすと考えられる。当業者は、これらの基準を満たす任意のかかる塗料が
同等に使用され得ることを理解するであろう。
【０１３８】
　乾燥した壁をＢｅｈｒ　Ｐｒｅｍｉｕｍ　Ｐｌｕｓ　Ｕｌｔｒａ　Ｉｎｔｅｒｉｏｒ　
Ｆｌａｔ塗料で塗装するための手順は、以下の通りであった：塗料の缶を、塗布前に少な
くとも２４時間、混合するために塗装ローラ上に定置した。次に、第１のコーティングを
、従来型の塗装ローラを用いて塗布し（本明細書に説明される他の全ての塗料の塗布と同
様に）、周囲条件下で少なくとも２４時間乾燥させた（周囲条件は、必ずしも能動的に制
御する必要はないが、多くの場合、およそ２２℃／５０％相対湿度の範囲内であろうこと
に留意されたい）。その後、第２のコーティングを塗布し、周囲条件下で少なくとも２４
時間乾燥させた。その後、塗装した基材を、強制空気オーブン内で５０℃にておよそ７日
間保持した。その後、それらを静的せん断試験に使用するまで周囲条件下で保管した。
【０１３９】
　乾燥した壁をＳｈｅｒｗｉｎ－Ｗｉｌｌｉａｍｓ　Ｄｕｒａｔｉｏｎ　Ｉｎｔｅｒｉｏ
ｒ　Ａｃｒｙｌｉｃ　Ｌａｔｅｘ　Ｍａｔｔｅで塗装するための手順は、以下の通りであ
った：塗料の缶を、塗布前に少なくとも２４時間、混合するために塗装ローラ上に定置し
た。プライマーコーティング（Ｓｈｅｒｗｉｎ　Ｗｉｌｌｉａｍｓ　ＰＲＯＭＡＲ　２０
０　Ｚｅｒｏ　ＶＯＣ　Ｉｎｔｅｒｉｏｒ　Ｌａｔｅｘ　Ｐｒｉｍｅｒ　Ｂ２８　Ｗ８２
００　６５０１－３３２５９）を、乾燥した壁基材に適用した。プライマーコーティング
を、周囲条件で少なくとも２４時間乾燥させた。その後、塗料の第１のコーティングを塗
布し、周囲条件で少なくとも２４時間乾燥させた。その後、塗料の第２のコーティングを
塗布し、周囲条件で少なくとも２４時間乾燥させた。その後、塗装した基材を、強制空気
オーブン内で５０℃にておよそ７日間保持した。その後、それらを静的せん断試験に使用
するまで周囲条件下で保管した。（上述の手順がかなり詳しく提供されているが、任意の
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概ね同等の手順が使用され得ることは理解されるであろう。）
【０１４０】
　塗装した基材に結合された主要接着剤層の静的せん断を、「Ｈｏｌｄｉｎｇ　Ｐｏｗｅ
ｒ　ｏｆ　Ｐｒｅｓｓｕｒｅ－Ｓｅｎｓｉｔｉｖｅ　Ｔａｐｅｓ」と題されたＡＳＴＭ　
Ｔｅｓｔ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｄ３６５４－８２に概説される手順に概ね類似した様式で、以
下の修正を伴って測定した。提供された主要接着剤層は、例えば、フルオロシリコーン剥
離ライナーなどの剥離ライナーを、前記接着剤層の第１の側／表面（塗装した基材に接着
結合するための側／表面）上に備えた。接着剤層の第２の反対側に面した側／表面は、下
記に説明される一般的な種類の発泡体裏材に積層化されていた。発泡体裏材の反対側に二
次接着剤層が提供され、典型的にはその上に剥離ライナーを有した。この層の組み合わせ
は、両面接着剤物品を提供した（例えば、図３に示される代表的な設計に概ね類似した種
類のものであるが、但し、非接着性プルタブ部分は、かかる試験物品に必ずしも提供され
なくてもよい）。二次接着剤層は、主要接着剤層に類似又は同一であってもなくてもよい
ことに留意されたく、また更に、特定の裏材及び二次接着剤層の構築は、塗装した表面へ
の主要接着剤層の接着の試験の実施を可能にするのに十分に良好に固着する限り重要では
ないことに留意されたい。
【０１４１】
　およそ１．６ｃｍ×５．１ｃｍの寸法を有するかかる接着剤物品の試験試料を、剥離ラ
イナーを主要接着剤層の第１の側／表面から除去して、塗装した基材にこの第１の側／表
面を押し付けることによって、塗装した基材に周囲条件下で接着結合した。第２の側の剥
離ライナーは依然定位置にある状態で、６．８ｋｇの手持ち式ローラを、試料の長さにわ
たって概ね３０ｃｍ／分の速度で２回転がした。第２の側の剥離ライナーを除去して、二
次接着剤層を露出させ、中サイズの３Ｍ　Ｃｏｍｍａｎｄ　Ｈｏｏｋ（Ｃａｔ．１７００
１）の裏板を、二次接着剤層の表面に手で押し付けた。塗装した基材及び裏板に対する接
着剤層の名目上の結合面積（間隙にかかわらない）は、およそ８．２立方ｃｍであった。
【０１４２】
　試験試料を、塗装した基材上に周囲条件下で１時間、留まらせた。塗装した基材（多く
の場合、複数の試験試料がそれに結合された）を、およそ２１℃及び７５％相対湿度に湿
度制御したチャンバ内に配置された特注の固定具に垂直に取り付けた。次に、Ｃｏｍｍａ
ｎｄ　ｈｏｏｋを裏板に結合させ、１．３６ｋｇの重りをフックから吊り下げた。試料を
この条件で保持し、破損までの時間を記録した。少なくとも３つの試料を各接着剤層に関
して試験し、破損までの算術平均時間を記録した。試験は、典型的には最大で３００００
分行われ、３つの試料のうちの少なくとも１つが試験終了時間までに故障しなかった場合
、値は、超の符号（例えば、＞）と共に記録する。
【０１４３】
　材料
　剥離ライナー及びテープ裏材
　米国特許出願第８，３４４，０３７号（Ｓｈｅｒｍａｎ）の実施例の章に説明される種
類の、ＳＹＬ－ＯＦＦ　Ｑ２－７７８５として指定される一般的な種類のフルオロシリコ
ーン剥離ライナー、及び多層複合発泡体積層裏材（厚さおよそ３６ミル（０．９１ミリメ
ートル））を得た。
【０１４４】
　有機ポリマー感圧接着剤コーティング溶液
　スチレン－ブタジエン－スチレンブロックコポリマーエラストマーを含む有機ポリマー
感圧接着剤組成物を、米国特許第６，２３１，９６２号（Ｂｒｉｅｓ）の組成物Ｄに概ね
従って調製した。調製された溶液は、トルエン中におよそ４３重量％（総計）固形物でこ
の接着剤組成物を含み、コーティング溶液を形成するためにトルエンでおよそ３５％固形
物まで希釈した。コーティング溶液は、およそ１５００ｃＰの範囲内の粘度を示した（こ
の粘度及び本明細書に列挙される全ての他の粘度に関して、Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　ＬＶ
Ｔ、＃３スピンドル、６ｒｐｍで測定）。この接着剤を、ＰＳＡ－Ｏ－１とした。以下の
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実施例における有機ポリマー接着剤の全てのストライプは、この接着剤を使用した。
【０１４５】
　シリコーン系感圧接着剤コーティング溶液－ＳＰＵ
　シリコーン－ポリ尿素（ＳＰＵ）エラストマーを官能性ＭＱ樹脂と組み合わせて含む、
感圧接着剤組成物を調製した。組成物は、米国特許第６，５６９，５２１号（Ｓｈｅｒｉ
ｄａｎ）の実施例２７に概ね従って調製したが、成分の比を、３３０００／０．５／５０
のＭＷ　ＰＤＭＳジアミン／モルＤｙｔｅｋ　Ａポリアミン／重量％　ＭＱ樹脂の感圧接
着剤組成物を得るように変更したという違いがあった（すなわち、シリコーン－ポリ尿素
エラストマー及びＭＱ樹脂は、およそ５０／５０の重量比であった）。コーティング溶液
は、トルエン／イソプロパノールの７０／３０（重量％）配合物中におよそ３０重量％総
固形物でこの接着剤組成物を含んだ。コーティング溶液は、およそ８７００ｃＰの粘度を
示した。この接着剤を、ＰＳＡ－Ｓ－１とした。
【０１４６】
　シリコーン系感圧接着剤前駆体コーティング溶液－ＳＰＯｘ
　シリコーン－ポリオキサミド（ＳＰＯｘ）エラストマーを官能性ＭＱ樹脂と組み合わせ
て含む、感圧接着剤組成物を得た。シリコーン－ポリオキサミドエラストマーは、米国特
許出願公開第２００９／０２２９７３２号（Ｄｅｔｅｒｍａｎ）の実施例に「ＰＳＡ　２
」として説明されるエラストマーに構造及び特性が類似していると考えられた。官能性Ｍ
Ｑ樹脂を、商品名ＳＲ－５４５でＧＥから入手した（ＰＳＡ－Ｓ－１において使用される
ＭＱ樹脂の通り）。シリコーン－ポリオキサミドエラストマー及びＭＱ樹脂は、５０／５
０重量比であった。コーティング溶液は、酢酸エチル／イソプロパノール／トルエンの６
０／２０／２０（重量％）配合物中におよそ３５重量％固形物でこの接着剤組成物を含ん
だ。コーティング溶液は、およそ７６００ｃＰの粘度を示した。この接着剤を、ＰＳＡ－
Ｓ－２とした。実施例の以下の表内のシリコーン系接着剤のストライプの全ては、ＰＳＡ
－Ｓ－１を使用したと特に注記される実施例を除き、このシリコーン系接着剤を使用した
。
【０１４７】
　コーティングプロセス
　代表的なコーティングプロセス
　コーティング溶液を、二重層スロットダイを使用してＳＹＬ－ＯＦＦ　Ｑ２－７７８５
剥離ライナー上にストライプ状に湿潤コーティングした。スロットダイの２つの層に、別
々の分枝管から供給した（一方は第１のコーティング溶液を供給するためのものであり、
もう一方は第２のコーティング溶液を供給するためのものであり、別々のシムが各分枝管
／スロット層に提供された）。各シムは、そこからコーティング溶液を吐出して、所望の
幅及びピッチのそのコーティング溶液のストライプを形成するように、所望の幅及び間隔
の開口部を備えた。２つのシムは、所望により概ね交互のパターンでストライプを堆積さ
せるような関係で互いに位置合わせした。典型的な実験では、コーティング面積の総幅は
、およそ２インチ（５．１センチメートル）であった。
【０１４８】
　代表的な実験を、ＰＳＡ－Ｏ－１（有機ポリマー接着剤）を含む第１のコーティング溶
液、及びＰＳＡ－Ｓ－１（シリコーン系接着剤）を含む第２のコーティング溶液を用いて
行った。２つのコーティング溶液は、およそ２２ｃｃ／分の供給速度で、それぞれの対応
するスロット層に供給した（少数例で、ＰＳＡ－Ｓ－１コーティング溶液の流速は２２ｃ
ｃ／分に維持され、ＰＳＡ－Ｏ－１コーティング溶液の流速は４４ｃｃ／分に増加された
）。コーティング実験は、毎分１０、２０、３０、４０、及び５０フィート（毎分３、６
、９、１２、１５メートル）を含む、様々なライン速度で行った。コーティング後、スト
ライプコーティングされた剥離ライナーを、ゾーンがそれぞれ、およそ５７℃、７４℃、
及び８５℃のゾーン温度で動作している３ゾーン強制空気オーブンを通過させて、感圧接
着剤の乾燥コーティングを得た。乾燥後、そのフルオロシリコーン剥離表面上に乾燥した
接着剤層を担持する剥離ライナーを、巻き上げ、使用するまで周囲条件で保管した。
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【０１４９】
　変形例
　第２のコーティング溶液としてＰＳＡ－Ｓ－２を用いた実験を含む、上述の代表的なコ
ーティングプロセスの多数の変形形態を行った。コーティング溶液の送達方法も変化させ
、例えば、流れの通路がダイ自体の一部として（本明細書に前述される配置に概ね類似し
た様式で）一体化され、またダイシムの数及び設計が変化した装置が使用された。特定の
様式でコーティング溶液がダイの内側を通過するこれらの変形形態は、溶液が剥離ライナ
ー上にコーティングされた後は、コーティング溶液の挙動に著しく影響を及ぼさなかった
と考えられる。すなわち、それらは、本明細書に説明される選択的流動／湿潤、及びある
コーティング溶液から別のコーティング溶液への置き換えに著しく影響を及ぼさないよう
であった。
【０１５０】
　変換
　その上に主要接着剤層を担持する剥離ライナーは、典型的には、使用までロール形態で
保管した。次に、ライナーを広げて（剥離ライナーの反対側の主要接着剤の表面を露出さ
せて）、主要接着剤層の露出した表面を発泡体裏材に積層化した。層は、特に断らない限
り、（例えば、図３に示されるものと類似の様式で）接着剤のストライプの長軸が発泡体
裏材の長軸に垂直に配向されるように配置した。次に、二次接着剤層（二次剥離ライナー
を担持する）を、発泡体裏材の反対側に積層化した。多くの場合、二次接着剤層は、比較
例ＰＳＡ－Ｏ－１（下記に説明される）の有機ポリマー接着剤の連続的なコーティングで
あった。
【０１５１】
　そのように形成された両面接着剤物品を、その後使用まで保管することができた。
【０１５２】
　実施例
　単一接着剤比較例
　比較例ＰＳＡ－Ｏ－１は、ＰＳＡ－Ｏ－１（有機ポリマー接着剤）の連続的なコーティ
ングを含んだ。これを行うため、コーティング溶液を、別個の流れとしてダイスロット開
口部から吐出したが、コーティング溶液の流速、及びダイが剥離ライナーを通過する様式
は、堆積されたストライプが互いと横方向に混ざり合って連続的なコーティング層を形成
するようなものであった。比較例ＰＳＡ－Ｏ－１は、高湿／静的せん断試験方法で試験し
たとき、およそ２５００分の試験結果（破損までの時間）を示した。
【０１５３】
　比較例ＰＳＡ－Ｓ－２は、比較例ＰＳＡ－Ｏ－１と概ね類似の様式でコーティングされ
た、ＰＳＡ－Ｓ－２（シリコーンエラストマーがシリコーンポリオキサミドであるシリコ
ーン系接着剤）の連続的なコーティングを含んだ。比較例ＰＳＡ－Ｓ－２は、高湿／静的
せん断試験方法で試験した時、３００００分より大きい試験結果（故障までの時間）を示
した。本明細書には特定の比較例として含まれてはいないが、ＰＳＡ－Ｓ－１（シリコー
ンエラストマーがシリコーンポリ尿素であるシリコーン系接着剤）の連続的なコーティン
グも、かかる試験において３００００分より大きい閾値を満たすことが同様に見出されて
いることに留意されたい。
【０１５４】
　ストライプコーティングされた実施例
　表内の記録場所を節約するために、以下の表内の全ての実施例は、下記に考察される通
り、比較例Ｃ１、Ｃ２、及びＣ３を除いて高湿／静的せん断試験において３００００分よ
り大きい結果を示したことを明記する。また、全ての実施例において、特に断らない限り
シリコーン系接着剤はＰＳＡ－Ｓ－２（シリコーンエラストマーがシリコーンポリオキサ
ミドである）であった。以下の表内の記録場所を節約するために、以下の略語を表内で使
用する：
【０１５５】
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【表１】

【０１５６】
　様々なストライプの幅（Ｗ）及び厚さ（Ｔ）は、前述の通り、光学的に測定した。ピッ
チ（Ｐ、ｍｍで報告）は、隣接するストライプ（及び存在する場合、副ストライプ）間の
中心から中心までの総（平均）距離を示した。ストライプのピッチは、典型的には極めて
均一であり、総平均ピッチに極めて近似する任意の２つの特定のストライプ間の中心から
中心までの距離を有した。明確な提示のため、表３及び４において、シリコーン表面富化
試料における様々なストライプの幅は、（これらの実施形態では間隙が存在しなかったた
め、間隙に関するパラメータとして）省略されている。面積分率は、上述の通り、測定し
たストライプの幅から算出した。
【０１５７】
　間隙を間に有するストライプ
　表１は、その間に間隙を有して配置されるストライプ（すなわち、図１に例証される一
般的な種類のストライプ）に関するパラメータを示す。比較例Ｃ１、Ｃ２、及びＣ３、並
びに実施例１－１、１－２、１－３、１－４、１－５、１－７、１－８、１－１０、１－
１１、及び１－１４では、シリコーン系接着剤の各ストライプの後に、有機ポリマー接着
剤の２つの副ストライプが続いた（すなわち、前述の命名方法を用いると、概ね交互のパ
ターンは２０／（４０／４０）／２０／（４０／４０）．．．であった）。実施例１－６
、１－９、１－１２、１－１３、及び１－１５において、シリコーン系接着剤の各ストラ
イプの後に、有機ポリマー接着剤の単一のストライプが続いた（すなわち、前述の命名方
法を用いると、概ね交互のパターンは２０／４０／２０／４０．．．であった）。比較例
Ｃ３及び実施例１－１０、１－１２、及び１－１５では、シリコーン系接着剤は、ＰＳＡ
－Ｓ－１（シリコーン－ポリ尿素エラストマーを有する）であり、全ての他の場合では、
シリコーン系接着剤は、ＰＳＡ－Ｓ－２（シリコーン－ポリオキサミドエラストマーを有
する）であった。
【０１５８】
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【表２】

【０１５９】
　表１において、データは、シリコーン系接着剤（ＯＡＦ－Ｓ）の総面積分率が増加する
順に配置される。比較例Ｃ１、Ｃ２、及びＣ３（１２、１５、及び２０％のシリコーン系
接着剤の総面積分率）は、高湿／静的せん断試験において、それぞれ１１５００分、８６
００分、及び４８００分の破損までの時間を示した。全ての他の実施例は、＞３００００
分の試験結果を達成した。
【０１６０】
　その間に間隙を有さず、シリコーン表面富化を有さないストライプ
　表２は、その間に間隙を有さず、かつ互いに概ね横方向接触している横方向壁を有して
配置されるストライプ（図５に示される一般的な種類のストライプ）に関するパラメータ
を示す。これらの試料は全て、２０／４０／２０／４０の概ね交互のパターンであった。
これらの試料（間隙が全く存在しない）に関して、各接着剤の総面積分率（ＯＡＦ）は、
各接着剤の接着剤のみの面積分率とほぼ等しかった。
【０１６１】

【表３】

【０１６２】
　シリコーン表面富化を有するストライプ
　表３は、その間に間隙を有さず、かつシリコーン系接着剤の表面富化が剥離ライナーと
接触している接着剤層の表面に観察されるストライプ（すなわち、図６の一般的な配置の
ストライプ）に関するパラメータを示す。これらの試料は全て、２０／４０／２０／４０
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の概ね交互のパターンであった。表３において、反対側及びライナー側の面積分率は、第
１のシリコーン系接着剤に関してのみ列挙される。これらの試料に関して、反対側及びラ
イナー側の面積分率の残部は、第２の有機ポリマー接着剤によって占められた。
【０１６３】
【表４】

【０１６４】
　これらのデータにおいて、シリコーン接着剤（ＡＦ－Ｓ（ＬＳ））のライナー側表面面
積分率のシリコーン接着剤（ＡＦ－Ｓ（ＯＳ））の反対側の割合に対する比較は、所望に
より達成され得る接着剤層のライナー側表面のシリコーン富化を示す。例えば、実施例３
－１は、およそ３３％のシリコーン系接着剤の反対側面積分率を有するが、剥離ライナー
に接する接着剤層の表面は、およそ６９％のシリコーン接着剤面積分率を示すことが見出
されており、剥離ライナーと接触している接着剤層の表面において、有機ポリマー接着剤
を優先的に置き換えるシリコーン接着剤の能力を例証している。
【０１６５】
　剥離ライナー表面におけるシリコーン富化現象を更に例証するため、表３Ａは、剥離ラ
イナー表面におけるシリコーン系接着剤のストライプの実際に光学的に観察された幅（Ｗ
－Ｓ（ＬＳ））を、反対側の表面におけるこれらのストライプの光学的に観察された幅（
Ｗ－Ｓ（ＯＳ））に対して提示する。有機ポリマー接着剤のストライプの幅もまた、表３
Ａに列挙される。（表３に列挙されるシリコーン系接着剤の表面面積分率は、表３Ａの幅
データから算出した。）前述のＷｌｃ及びｗｌｅパラメータに関して、Ｗ－Ｓ（ＯＳ）パ
ラメータはＷｌｃに対応すること、及びＷ－Ｓ（ＬＳ）パラメータはＷｌｃ＋ｗｌｅ＋ｗ

ｌｅに対応することが理解されるであろう。
【０１６６】
【表５】

【０１６７】
　全面そろったシリコーン表面富化を有するストライプ
　表４は、その間に間隙を有さず、かつ剥離ライナーと接触している接着剤層の表面にお
いて観察されるシリコーン系接着剤が全面そろった表面富化を有して配置されるストライ
プ（すなわち、図７の一般的な配置のストライプ）に関するパラメータを示す。表４にお
いて、反対側及びライナー側の面積分率は、第１のシリコーン系接着剤に関してのみ列挙
される。これらの試料に関して、反対側及びライナー側の面積分率の残部は、第２の有機
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ポリマー接着剤によって占められた。
【０１６８】
【表６】

【０１６９】
　これらのデータにおいて、シリコーン接着剤（ＡＦ－Ｓ（ＬＳ））のライナー側表面面
積分率のシリコーン接着剤（ＡＦ－Ｓ（ＯＳ））の反対側の割合に対する比較は、所望に
より達成され得るライナー側表面の高い度合のシリコーン富化を示す。例えば、実施例４
－１は、およそ４８％のシリコーンの反対側面積分率を有するが、剥離ライナーに接する
接着剤層の表面は、およそ１００％のシリコーン面積分率を示すことが見出されており、
シリコーン接着剤が、剥離ライナーと接触している接着剤層の表面において、有機ポリマ
ー接着剤を全面的に優先して置き換わったことを示している。
【０１７０】
　反対側の表面上の富化
　幾らかのシリコーン富化は、剥離ライナーの反対側の接着剤層の表面（すなわち、剥離
ライナー上にコーティング溶液を堆積した後に空気に露出される表面）上でも発生したこ
とが幾度か見出された。かかる試料は、多くの場合、図８に示されるものに概ね類似した
外観を示した。典型的には、この表面上のシリコーン富化の範囲は、剥離ライナー表面の
ものほど大きくはなかった。
【０１７１】
　ストライプの配向の効果
　上述の実施例は全て、主要接着剤層が裏材に接着結合されて、接着剤物品を形成すると
きに、ストライプの長軸が、物品の長軸（すなわち、伸長剥離軸）に垂直に配向されるよ
うに配置された。すなわち、ストライプは、図３の代表的な例証に示される通りに配向さ
れた。追加の実験では、幾つかのストライプは、（図３のベースライン構成に対して）お
よそ３０、４５、６０、又は９０度のオフ角でテープ裏材に接着結合（積層化）された。
全てのかかる試料は、高湿／静的せん断試験において＞３００００分より大きい破損まで
の時間を示した。
【０１７２】
　前述の実施例は、単に理解の明確さのために提供されている。不必要な制限がそれから
考えられるべきではない。実施例に説明される試験及び試験結果は、予測的であるという
よりもむしろ、単に例証的であることを意図され、試験手順における変動は、異なる結果
をもたらすことが予期され得る。実施例の全ての定量的値は、使用された手順に含まれる
周知の許容差の観点から近似値であると理解されるべきである。
【０１７３】
　本明細書に開示される特定の代表的な構造、特長、詳細、構成などは、修正され得る、
及び／又は多数の実施形態と組み合わされ得ることが、当業者には明らかであろう。（特
に、代替として本明細書に積極的に列挙される全ての要素は、所望される任意の組み合わ
せにおいて、特許請求の範囲に明確に含まれてもよく、又は特許請求の範囲から排除され
てもよい。）全てのかかる変形形態及び組み合わせは、発明者によって、単に代表的な例
証として機能するために選択されたそれらの代表的な設計としてではなく、想定される発
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明の範囲内であることが企図される。したがって、本発明の範囲は、本明細書に説明され
る特定の例証的な構造に限定されるべきではなく、むしろ少なくとも特許請求の範囲の言
語によって説明される構造、及びそれらの構造の同等物まで拡大される。本明細書の記述
と、参照により本明細書に援用される任意の文書内の開示との間に競合又は相違が存在す
る場合はその範囲において、本明細書の記述が支配する。
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